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ると同時に、 (Nx (N -1)) /2個の株主相互間の法律関係が存在する40
1竹内昭夫二弥永真生『株式会社法講義』有斐閤 34-35頁 200l. 
2大野正道『非公開会社法原、理』北樹出版 19-20頁 2010. 
3大野・前掲注 (2)20頁.








としづ規定をしているが、最判平成24年 4月 24日金判 1392号 16頁において、公開会社
でない株式会社(以下 f非公開会社j という)として非公開会社としづ用語を使用してい
る。国税庁の発表した平成22年度分(平成22年 4月 1日から平成23年 3月 31日に終了
した調査対象法人の各事業年度)の法人総数は2，586，882社であり、資本金が 10，000千円
未満の法人数が 1，477，618社 (57.1 %)、 10，000千円以上1億円未満の法人数が 1，070， 760 
社 (41.3%)、1億円以上10億円未満の法人数が 31，632社(1.2%)、10億円以上の法人
数が 6，872社 (0.3%) となっており、最近 10年間においてもこの割合はほとんど変化が
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8伊jとして、(1 )一人会社の株主総会の成立に関して、招集手続を経なくても有効とする(最判昭和 46年 6月
24日民集 25巻 3号 596頁.)、 (2)会社の営業が実質上個人経営のものに過ぎない以上、取締役と会社関の取
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日民集 24巻9号 1305頁.)、 (3)取締役と会社関の取引に関して、株主全員の合意による承認があったときは
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判昭和47年 11月8日民集26巻9号 1489頁.)等が挙げられる(酒巻俊雄『大小会社の区分立法J学陽書房 17-18 
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集 23巻 11号2105頁)が挙げられる(酒巻・前掲注 (8)17-18頁.)。
10大野正道『非公開会社の法理』システムファイブ 217頁 2007. 
1北沢正啓わて小会社区分立法の問題点検討』ぎょうせい 51頁 1985. 
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し組合及び契約の原理に負うところが少なし¥220 第二に、 Salomonv. Salomon事件列こおい
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26p. Davies， Gower and Davies' Principles of Modern Company Law， 8th ed.， Sweet & Maxwell (2008)， at 682. ; 
Mayson， French & Ryan on Company Law，26th ed. ，Oxford Uni versi ty Press (2009-2010)， at 565. 
27B. Hannigan， Section 459 of the Companies Act 1985， (1988) LMCLQ 60， at 60. ;H. Rajak， The Oppression of 
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321.参照。
28Board of Trade， Report of the Commi ttee on Company Law Amendment， Cmd. 6659 (1945). 
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32 [1952J SC 49. 
33Ibid. ，at 5. 
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なる取扱への期待を強調した。一方、 ScottishCo-operati ve Wholesale Society v. Meyer 
事件31において、 Simonds].は、抑圧とは「耐え難く、過酷にして不当 (burdensome，harsh 
and wrongful) 35 Jと定義し、 ReH.R. Harmer事件36において Jenkins].も、この表現を引






る。 Elderv. Elder and Watson事件4lにおいて、取締役等を解任された 2人の株主が、他
の取締役が会社の経営を抑圧的な方法で執行したと主張したのに対し、裁判所は、株主た















“[1958J 3 All ER 66. 
35Ibid. ，at 71. 
36[1959J 1 WLR 62. 
37Ibid. ，at 79. 
38L. Gower， The Principles of Modern Company Law 2nd ed. ，Stevens & Sons (1957)， at 543. 
~~Davies ， supra note 26，at 566. 
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41[1952JSC 49. 
42Ibid. ，at 61. 
43[1959J 1 WLR 62. 
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の減少、 4)その他、適当と認める命令を出すことができる (1948CA s.210(2))。
Scottish Co-operative Wholesale Society v. Meyer事件においては、他の株主への買


































しかしながら、 ScottishCo-operative Wholesale Society v. Meyer事件50において、
抑圧とは「耐え難く、過酷にして不当勺と定義され、当該解釈が限定的で、あった為52、1948
年から 1980年までに少数派株主の申請が認められたケースは 2件のみで53、Scottish





第 1項 Scottish Co-operative Wholesale Society v. Meyer事件
Scottish Co-operative Wholesale Society v. Meyer事件56は、貴族院がスコットラン
ド控訴裁判所の命令に対する不服申立を棄却した事件であり、貴族院が同条の適用を認め
た最初の事件である。事実関係は以下のとおりである。 y組合は、個人でレーヨンの製造
販売の専門家で、あったX1とs会社を設立し、 Y組合が 4，000株、 X1及びX2が3，900株を
引き受けた。取締役は、 Xl及び X2とY組合からの 3名の計 5名で、あった。 s会社は、 Y
組合からその所有工場で生産されたレーヨン布の供給を受けこれに加工を行って販売を行




47L. Gower， supra note 38， at 549. 
48しGower，supranote 22，at 1388. 
49Ibid. ，at 1387. 
~[1958J3 All ER 6. 
5lIbid. ，at 71. 
52p. Davies， supra note 26， at 690. 
~~Steche~Protection of Minority Shareholders， Klumwer Law International(1997)，at 252. 
54[1958J3 All ER 6. 
55[1959J 1 WLR 62. 





















第2項 Re H.R. Harmer事件
Re行.R. Harmer事件61は、控訴裁判所が原裁判所の命令に対する控訴を棄却し、原裁判
所の命令を確認した事件であり、事実関係は以下の通りである。
Yは、その事業を 1947年に会ネ土組織とし、 H会社を設立した。 日会社は、 3種類の株式
を発行していた。 A普通株式は、 X1らが過半数を、 B普通株式は、 Yらが過半数を、優先株






るべきこと、 2)Yが有する全ての普通株式若しくは少なくとも 8種普通株式を X1とX2
~Meyer v. Scottish τextile and Manufacturing [1954JSC 381. 
58Ibid. ， at 391. 
~[1958J3 All ER 66，at 67. 
50Ibid. ， at 87. 
















1980年会社法(CompaniesAct 1980， c. 22) 75条は、同条による救済と正当かっ衡平を
理由とする解散命令の要件を充足しなければならないとし、う解散判決請求権との関連を断












としづ仮想のケースを思うことができなし，，680Jこのような見方は、 R&HElectric v. Haden 
62Ibid. ，at 68. 
63Ibid. ，at 75. 
61 A. Nwafor， Unfair Prejudice Remedy， (2011) 22-9 Int' 1 Co. and Com. L. Rev. 285， at 285;A. Boyle， The 
Companies Act 1980， (1981) 1 -6 Co Law 280， at 282;0'neil v. Phillips[1999]2 BCLC 1， at 9. 
65L. Crabb， Minori ty Protection and Section 75， (1982) 3-1 Co Law 3， at 3. 
66[1983]BCLC 273. 
~lJuly 31 1981 unreportedJ. 
68[1983JBCLC 273，at 290d-e;S.Griffin，Negligent Mismanagement as Unfair Prejudicial Conduct， (1992)108 
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また、 1989年会社法(CompaniesAct 1989， c.40)においては、 iunfairly prejudicial 
to the interests of some part of the membersJ を iunfairly prejudicial to the 




































































































































note 26， at 569. 
nS.Griffin，The Statutory Protection of Minority Shareholders， (1992)13-5 Co Law 83，at 8. 
~E.Boros ， Minority Shareholder~ Remedies，Claredon Press(1995)，at 168. 
16 
459条と 1986年支払不能法 122条はオーバーラップしており、 122条は近年の判例法の余
波でソJ，さく見え、 1985年会社法459条として吸収すべきとの意見もあるへまた、 1985年
会社法 459条の「不公正な侵害j を「正当かっ衡平Jの字句に改正すべきであり 80、この
改正により、 2つの救済制度のどちらが適正な救済となるか不確実にしている重複も取り
除くことができるとする見解もあるへこの傾向については、 Re].E.Cade & Son事件刊こ










mB.Clark，Unfairly Prejudicial Conduct， (2001)22-6 Co Law 17~at 177. 









CS.Griffin， supra note 77，at 88.)。
81]. Poole and P. Roberts， Shareholder remedies， (1999) JBL 38， at57. 
82[1992JBCLC 213. 
~Ibid. ，at 233i-234a. 
84このような考えに対して、株主の権利と株主の利益の区別を否定するものであるとする批判もある
CS.Griffin，Defining the Scope of a Membership Interest(1993) 14-3 Co Law 64，at 65.)。












の正当な期待が侵害されたかどうかもまた精査すべきであるとしている CD.Bouchier，supranote 75，at 
142-143. )。
17 
包含している。このような 1985年会社法 459条の改正議論の中で、法律委員会(theLaw 
Commission)は、 1996年に株主の救済制度に関する論点をまとめた報告書「株主救済制度J
(Shareholder Remedies)87(以下、法律委員会意見書という)を公表し、各界からの意見聴
取を経て、 1997年に同名の報告書「株主救済制度J(Shareholder Remedi es) 8 (以下、法律
委員会最終報告書という)を議会に提出した。
これに対し、 1998年 11月に通商産業省(以下、 DTIという)からの「株主救済制度J89の
公表を経て、会社法改正作業グループロ(theCompany Law Review Steering Group (以下、 CLR











87Law Commission，Shareholder Remedies，Law Commission Consultation Paper No 142(1996). 
88Law Commission， Shareholder Remedies，Law Commission Consultation Paper No 246，Cmnd. 3769， (1997). 
89DTI， Shareholder Remedies， URN 98/994 (1998). 
90DTI， the Company Law Review Steering Group， Modern Company Law for a Competi ti ve Economy: Developing 
the Framework，URN 00/656(2000). 
91DTI，the Company Law Review Steering Group， Modern Company Law for a Competitive Economy: Completing 
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92DTI， the Company Law Review Steering Group，Modern Company Law for a Competitive Economy: Final 
Report， U陪~ 01/942 & URN 01/943(2001). 
93例えば、 ReElgindata[1991JBCLC 959.においては、 25，000ポンド以下の株式評価に対して、 43日の日数と
320，000ポンドの費用を要した (A.Reisberg， Deri vati ve Actions and Corporate Governance， Oxford Uni versi ty 
Press(2009)，at 277.)。
94p. Roberts and]. Poole， Shareholder remedies， (1999) ]BL 38， at 38. 現状の分析については、 Law








裁判所にその役割を委ねるのは奇妙に思える (D.Sugarman， Reconceptualising Company Law， (1997) 18-8 Co Law 
226，at 280.)Jがある。
96Law Commission， supra note 87 Appendix E， at para. [1. 2J. 














社から離脱する為の退出条項 (ashareholder exi t article for smaller pri vate 

















98Law Commission， supra note 88， at para. [3. 30J. 
99Ibid. ， at para. [5. 3J. 
IOOIbid. ， at para. [5. 5J. 
IOIJ. Poole and P. Roberts， supra note 81， at 57. 
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散命令を追加する提案である。解散判決請求権は 1986年支払不能法 122条1項 g号に規定
されており、 1985年会社法459条とは別個の制度であり、 461条にそのまま挿入すること
には、国難な面がある。 1998年 11月に公表されたDTI報告書においては、 1985年会社法
461条 2項に列挙されている救済命令と解散命令は性質が異なることを理由に意見を留保












廃止し、制定法上、第 11編を新規に規定された。ここで、制定法上、 2006年会社法 260
条以下の代表訴訟と 994条以下の不公正な侵害の救済制度という 2つの大きな少数派株主
の保護規定が整備されたわけである。この点につき、 f2006年会社法が代表訴訟と個人的
1MDTI，supra note 90，at para. [5.40J. 
J05G. Stedman， Sharehoders' Agreements 2nded.， Longman (1990)， at 5. 
lOOD.Sugarman， supra note 95，at 280. 

















主が不公正な侵害行為の救済を悪用しているとしづ批判もある。 Rea Company (No 5685 of 
1988)事件10において、PeterGibson L. J.が抑圧の道具に悪用されることを防ぐように1985
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務から遮断して、検討しようとしていることである。J(J. Lowry， Reconstructing Shareholder Actions， (1997) 
18-8 Co Law 247.) 
116Law Commission， supra note 88， at para. [1. 2J. 
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には特にかかる法律の成文化、変則的不合理の排除、陳腐化しかっ不必要な立法の廃止、分割された立法の数





















2006年会社法 (CompaniesAct 2006， c.46)においては、表題が IOrderon application 
of company member Jから IPetition by company member Jに変更され、 994条2項が、 Ias 
those provisions apply to a member of the company; and references to a member or 





















120p. Roberts and J. Poole， supra note 94， at 57. 
121R. Chueng， Corporate Wrongs Li tigated in the Context of Unfair Prejudice Claims， (2008) 29-4 Co Law 98， at 
104. 




る1230Re a Company (No 5685 of 1988)事件124における PeterGibson ].によって申請人が
株主である会社の行為に限られていたが、 Rv. Board of Trade事件i斗こおいて、会社の
業務には、子会社の事項の管理、のれん、損益、資産に関するものを含むと判示された1260





Re Ci tybranch Group事件129である。事実関係は以下の通りである。 GとRは、家族でそれ
ぞれ5001ずつ株式を持つ親会社を設立し、親会社は、2つの子会社CとBを所有していた。
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Press (2011)，at 244. 
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130[1993JBCLC 360. 
13 [1990 J 2 ACSR 553. 
132親会社の行為は、その取締役が子会社の取締役で、あった場合には、当該子会社の行為と看倣され、子会社の
行為は、その取締役が親会社の取締役で、あった場合には、親会社の行為と看倣すとしている (Ibid.， at 556. )。
133[2004J4 All ER 735， at [29J. 































少数派株主に対する不公正な侵害行為を多数派株主が行ったように看倣す場合である (B.Taylor， Implications 
for the Corporate Veil Principl~ (2005) 26 Bus. L.Rev. ~at ~)。
136Ibid. ，at 4-5. 
137[1998J2 BCLC 556. 
138Board of Trade， supra note 28， at para. [60J. 
139全体の期待は、全ての会社に共通であり、公正な取引の概観的基準と等しし、(詳絡については、E.Boros， supra 
note 78， at 137.参照)。
140[1988JBCLC 673. 

















会社法改正により、不公正な侵害行為の存在が認められるに至ったのが、 Rea Company (No 
2567 of 1982)事件14である。間判決の傍論として Vinelott].は、 1980年会社法 75条に
おける「株主の利益j は、裁判所が「株主としての資格においてJ (member qua member) 
というアプローチを避け、正当かっ衡平を理由とする解散と同じ「利益Jを考慮すること
を可能にするとの見解を示した凶。このような自由寛大さについて最も明白な議論は 1986





族院が Ebrahimiv. Westbourne Galleries事件l勺こおいて、衡平法上の考慮、によって裁判
所が、株主が彼らだけの間で有するが、会社の定款に記録されないような「権利、期待と・
義務」を主張することを許されたものであると既に判示されてきた。 1985年会社法459条
142C. Riley， Contracting out of Company Law， (1992) 55 MLR 782， at 793. 
143[1983J1 Ch.178. 
14 [1983J 1 WLR 927. 
I%Ibid ，at 933c-e. 
146Re a Company (No 477 of 1986) [1986JBCLC 376;Re a Company(No 8699 of 1985) [1986JBCLC 382; [1986JBCLC 
391. 
147C. Riley， supra note 142， at 794. 
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き考察を行った1630 Lord Scott of Foscoteは、 R& H Electric v. Haden Bill Electrical 
I~R.Goddard ， supra note 15~at 79. 
159p. Davies， supra note 26， at 691-692. 
160Ibid. ，at 692. 
161C. Riley， supra note 142， at 794. 
152 [2008J 1 BCLC 468. 
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ンチャーであり、 ReJ E Cade & Son事件167と区別されることは、貸付がジョイント・ベ













164[1995J2 BCLC 280. 
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172Mummery J.は、小規模な会社においては、株主の利益は、法的権利を超え、会社の経営に参加し続ける権利
も含むと半Ij示した(立ea Company(No 314 of 1989) [1991J BCLC 154，at 160g-h.)。
m不公正な侵害は、株主の株主の利益に対するものに限られるか否かについて、 HoffmannJ.は、被申請人の弁
護士の株主の利益に対する不公正な侵害に眠られるべきであるとしづ主張に対し、 iRea Company (No 004475 of 
1982) [1983J 1 Ch. 178事件において LordGranchester Q.C.の判示したようにこの主張を受け入れる。しかし
ながら、株主の利益は、必ずしも定款の下における法的な権利に限られるものではないということも考定、され
なければならない。 1985年会社法459条における不公正にという用語は、正当かっ衡平としづ用語の使用と同
様に、裁判所がもっと広い衡平法上の考慮に服することを可能にする。Ebrahimiv. Westbourne Galleries [1972J 
2 All ER 492.事件において LordWilberforceが次のように述べたように、それは、「有限責任の会社が、単な
る法人以上の存在であり、それ自体の法員Ijの中に人的な性格を持っているとしづ事実、つまり、その背後には、
会社構造の中に必ずしも埋没しない権利、期待そして責務を持った個人が存在するとしづ事実を承認する余地




























を行った。原審において、 BlackburneJは、 Xが株式の寅取を要求した後、 Xが取締役を・
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第4項 O'Neill v. Phillips事件
また、貴族院において初めて 1985年会社法 459条が取り上げた判決であり、解釈の大
穏な拡大に繋がったもの197として aNeilv. Phillips事件198がある。ここで、この判例に
190Ibid. ，at 19f-h. 
1自1[1986J BCLC 376. 
192Ibid. ，at 378f. 
193 [1987J BCLC 8. 
194Ibid. ，at 14b. 
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解散の理由として正当かっ衡平の概念を採用した Ebrahimiv. Westbourne Galleries事件
201Ibid. ，at 12g-i. 
205少数派株主の保護に関して、その救済が限りなく広がる虞があり、 O'Nei 1V. Phi 1 ips事件の貴族院の判示
は、このような懸念を和らげる効果があったとする見解もある (B.Clark，supra note 79，at 177.)。
問 [1999J2BCLC 1，at 7h-8a. 
207]. Payne and D. Prentice， Section 459 of the Companies Act 1985-the House of Lords' View， (1999) 115 LQR 
587， at588. 
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ことを打ち事皮ることができる(R.Hollington， Oppression of Minori ty Shareholders， (2007) 19 Denning L. ].5， at 
17-19.)。
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35 
後の判例である HarbourneRoad Nominees v. Karvaski事件218において議論されている。
会社は、株主2人が50%ずつを保有する準組合の会社であり、申請人が経営から排徐され、
被申請人が申請人の株式を第三者の評価による価格で買取る申請を行ったが、申請人がよ
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を見せるアプローチ (Cardson the table approach)が行われた場合のみで、ある2260
(3)正当な期待













まで意味してはいなかったo Lord Hoffmannが強調する通り、裁判所は 994条の申請を正
当な期待という基準だけを頼りにしてではなく、公正さというより制限的基準を使って、
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においての他の先例の方向に照らして考察されるべきである。 Phippsv. Boardman 事件23~
における LordUpjohnの判示仰を思い出すことは価値がある211。また、全てのケースに答
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事実である。例えばReFreudiana Li tigation事件251は裁判所に 165日も留まった。この
事件は例外的事案であるが、 1985年会社法459条の下で、半Ij例集に載った、長期を要したそ
ースの実際の状況に特に注意を払って適用されるべきである。J(Ibid.， at 123d.) 
~lR.Ho11ingto~supra note 211，at 3Q 
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したことの立証責任について、 ReOlympian Each Ways(No 3)事件256でEvans-Lombe ].に
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BCLC 673.が例として挙げられ、迅速な株主総会の開催は、株主の利益であるとしている。
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263[1995JBCLC 14. 
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Lord Hoffmannの判断は、例えば、 InRe Astec (BSR)事件271のような判断と同様、救済
に伴う初期の創造性が柔軟になったことを明らかにしている。この保守的なアプローチは、
大きな点において、明らかに整備されていない救済の範囲と訴訟の費用と長さの点に関し
て寄与していると思われる。 Rea Company(No 4837 of 1998)事件mの Morritt L.].の半Ij
示に見られるように、確実性と慎重さのバランスでLordHoffmannは確実性に重きを置き
すぎたのではなし 1かとの批判もあるU30
しかしながら、 FulhamFootball Club (1987) v. Richards事件274において Vos].は、 2006
年会社法994条のもとでの申請する能力についての仲裁契約の効果に触れ、向条のもとで・
26K. Thomas and C. Ryan， Section 459， Public Pol icy and Freedom of Contract (Part 1)， (2001) 22-6 Co Law 
177 ，at 177. 
267Ibid. ，at 182. 
268K. Thomas and C. Ryan， Section 459， Public Policy and Freedom of Contract (Part 2)， (2001) 22-7 Co Law 198， at 
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270K. Thomas and C. Ryan， supra note 268， at 205. 
271 [1998J 2 BCLC 556. 
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(8) O'Neill v. Phillips事件後のスコットランドの判例
スコットランドの上級裁判所 (Courtof Session)における Gibbs-Palmer(Holdings)v. 





式を必要としないと述べ、 O'Neillv. Phillips事件281における LordHoffmannの見解と大
きく相違する見解を示した。第三に、 CLRの報告書282~こおいて述べられているように、ス
コットランドの裁判所においては、 O'Neillv. Phillips事件283における LordHoffmannの
広い衡平法上の原則は適当と裁判所が判断する場合に限って適用するとしているが284、
























































































































































裁判官は、 Thomasv. H W Thomas事件297において取られた一般的アフ。ローチを放棄して、
289[1972J 2 All ER 492. 
290[1984J 1 NZLR 686， at695. 
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44 
O'Nei11 v. Phi11ips事件298のアプローチを支持すべきではない、と結論付ける。次いで、
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s.701)、取締役の解任 (2006CA s.168(1))、会計監査役の選任 (2006CA s.485(4))、会計監査役の報酬の決
定 (2006CA s.492(1))、任意解散 (1986年支払不能法制条 (1))などが株主総会の専決事項となっている。
304決議の方法は、普通決議(ordinaryresolution)は、株主の単純多数決により (2006CA s.282)、特別決議は
4分の3の多数によって議決される (2006CA s.229)。特殊決議 (extraordinaryresolution)は、 2006年改
正により、特別決議に統一された。
305D. Prentice， Winding Up on the Just and Equi table Ground: The Partnership Analogy， (1973) 89 LQR 107， at 
107. 













取締役からの除外に関する一般的な考え方は、 ReEstate Acquisi tion & Development事
件310における Ferris ].により次のように要約されている310
「このような取締役からの除外に関する第一にそして最も重要な点は、全ての取締役が
1985年会社法 303条 (2006CA s. 168)に基づく、通常決議により、解任される可能性が
あるということである。したがって、特別な状況がないと、取締役になった人が会社に残
り、経営に参加する権利があるということはできない。もし、解任が法的に有効で、あって
も、 1985年会社法 459条に基づく訴えの基礎がある特殊な状況もあり得る。 Ebrahimiv. 
Westbourne Galleries事件312における状況は典型的な例を構成する。 3勺
裁判所は、準組合会社における申請人の会ネ£経営からの除外に関する訴状の却下を行う
ことを鴎践う傾向にある。その為、 Quinlanv. Essex Hinge事件311において、 (a) 申請人
Xが 1985年会社法459条の救済を求めることが可能で、Xの株式を翼取るべき命令を出すべ
きか否か、 (b)会社が準組合であり、会社定款及びサービス契約に制限されるか否か、 (c)x 
の 300株に関する買戻し契約の拘束性、 (d)Xの株式を割合的評価か少数派株主であるこ
とによる叡引価格で買い取るべきか否か、について争われ、 EWHami 1 ton Q. C.は、開業か
ら25年経過してから入社したXが総株式の 10弘しか保有していないにも拘わらず、会社の
経営から排除され、かっ会社が配当を支払わず、他の取締役、従業員の報酬、賞与に当て
307p. Davies， supra note 26， at 576. 
308このような個人的関係の要件は、ビジネスがかつて組合形態で運営されていたとしづ場合に容易に認められ
るが、それが全ての要件ではなく、ビジネスの境界を越えて当事者の社会生活に立ち入ることはないし、ビジ
ネスの関連に含まれる以上の信頼性を要求もされないと解されている (B.Hannigan，supra note 27，at 63.関様
な解釈が ReBird Precision Bellows[1984J1 All ER 444，at453g-h.で為されている。)。
309p. Paterson， supra note 233， at 206. 
310[1995JBCC 338. 
31V. Joffe， supra note 126， at 285. 
312[1972J2 All ER 492.において 3つの条件が挙げられている。
313[1995JBCC 338， at 349h-350b. 
314 [1996J 2 BCLC 417. 
46 
ていた事実から、不公正な侵害を認めた3150 また、 Richardsv. Lundy事件316において


























しかしながら、 Rea Company(No 314 of 1989)事件320において Mummery].は、申請人X
が初期 12弘の株式を保有し、同時に取締役に就任し、その後、徐々に株式を購入していき、
他の取締役から買入価格よりも低い価格で、株式購入請求があった後、取締役を解任された。
315Ibid. ，at 427g-428a. 
316[2000J BCLC 376. 
317Ibid. ，at 394b-395h. 
318[1987J BCLC 585. 
319Ibid. ，at 590e-i. 
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323B. Cheffins， Company Law， Clarendon Press (1997)， at464. 
321 [1987J BCLC 94. 
325Ibid. ，at 100i -101a. 
326Re a Company (No 007623 of 1984) [1986J BCLC 362.においても HoffmannJ.は同様に判示した。
327同条における不公正という言葉の使用は、裁判所に広い衡平法上の考慮、を持たせることができるとした初期
の判例である Rea Company (No 477 of 1986)事件における HoffmannJ.の見解は、一般的に受け入れられた






のような[1987JBCLC94.事件における裁判所のアプローチは、 [1983J1 WLR 927.事件においてVinelottJ.が申
請人の株式を寅取る提案に関して、申請人が解散判決請求の申請を不合理に行っていると判示するように別の












つにRea Company (No 2612 of 1984)事件mがある。事実関係は以下のとおりである。被
申請人Yの設立したA会社に対し、 33.3弘の出資を行っていた申請人Xは、取引先との関係











れていたとして争われたReSaul D Harri son & Sons事件335~こおいて、 Hoffmann].は、 I• • • 
彼らの給与の一部は彼らの配偶者の給与の形で支払われた。配偶者達は、何の役務の提供
もせず、会社の経費を使っていたo ・・売上が 3百万ポンド、従業員が 100人の会社の利
益の規模からすると、配偶者への支払は、不公正な侵害行為の訴えの基礎となるとは言え
ない。 336Jと判示し、その夫婦で受領した給与総額が過大でないとすれば、申請人を不公
328A. Clark， supra note 327， at 156. 
329[2010JEWHC 230. 
30V. Joffe， supra note 126， at 294. 
31 [1986J BCC 99453. 
332Re Cumana[1986J BCLC 430. 
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334Ibid. ，at 735f-g. 
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profi ts)から累積実現損失(accumulatedreal ized losses)を差し引し、た範囲で配当をする
ことがで、きる3420
合理的な配当の欠如が申請人の利益を不公正に侵害したとする判決として、 ReSam 
Weller & Sons事件仰がある。事実関係は以下のとおりである。申誇人Xらは合計7，700 
株保有する株主である。当該会社は、 Xのおじが唯一の取締役の会社で、 1985年時点で、
株式数が 18，000株、有形資産が約 500，000ポンド(現頭金216，969ポンドを含む)、年間
利益が 36，330ポンド、未処分利益が 464，623ポンドである。年間の配当は l株当り 14ペ
ンスであり、配当総額は2，520ポンドで、 1年間の利益の 14分の 1以下であり、 l株当り
の配当は37年間変わっていなし 10 このような配当しか支払わないにも拘わらず、取締役の
息子の為に 22，400ポンドの別荘を購入している。これに対し、 PeterGi bson ].は、次の
37V. Joffe， supra note 126， at296. 
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339Ibid. ，at para. [30J. 
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利益額、配当額、役員報酬額は、 A会社がそれぞれ 7，103千ポンド、 4，371千ポンド、 980
千ポンド、 160千ポンド、 363千ポンド、 G会社がそれぞれ 1，891千ポンド、 1，617千ポン
ド、 292千ポンド、 36千ポンド、 226千ポンド、 R会社がそれぞれ8，910千ポンド、 5，717
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363の2つである361。又、この他に WilliamRobert Owen Harris v. Richad Eric Graham Jones 
3MIbid. ，at 993i-994f. 
355Ibid. ，at 983e-h. 
356V. Joffe， supra note 126， at 290. 
357[1986]BCLC 382. 
358Ibid. ，at 389a-d. 
359[2011]EWCA Civ 347. 
360Ibid. ，at [52]. 
3MJ.Payne， supra no七e221， at 75. 
362L. Crabb， supra note 65， at 8. 
363A. Boyle， supra note 64， at 281. 







London School of Electronics事件367がある。事実関係は以下のとおりである。
申請人 Xは、 Y1とY2が株主及び取締役をしている Y会社において教師をしていた。 Y
会社は、電子工学以外のコースを持っていたが、 Xは、電子工学を含む物理学を担当して
いた。 xは、 Yl、Y2と合意して電子工学のコースを持つ会社の設立を計画し、 Xが250株、




る理学士の承認を得る為に米国のColumbiaPacific Uni versi ty (以下、 CPUという)に接近
していた。しかしながら、 CPUとの契約は成立せず、 Y1は、 Xに能力がない為に契約が成
立しなかったと主張した。




せ、 Xを会社の取締役から排除した。一方、 Xは、 12人の学生を連れて新しい大学を始め
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認定されたReLittle Olympian Each Ways事件372や会社の資産に対して会社の多数派株主
の所有する会社の債務の保証の為に担保権の設定を許容することが少数派株主に対する不
公正な侵害に当たるとされた ReBrenfield Squash Racquets Club事件373があり、向事件
と反対の結果となったJesnerv. Jarrad Properties事件371~こおいて、申請人 X は、 Je 社
の株式を 9.99弘、 Ja社の株式を 14.2%所有していた。両社は同族会社であり、 X以外の同族
関係者も両社の取締役を兼ねていた。 Ja社は、 Je社に対して 1979年以降無利息で貸付を
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たなら得られたであろう利益を受ける権利があるとして、申請人の保有する株式を他の会社から支払われた対
価の21%に相当する金額で買い取るように命じた。
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378Chancery Courtの判事である JesselM. R.の判示したところによると、取締役達は、真の意味の受託者では
55 
済の対象とするような法改正が勧告されていたが、 1948年会社法210条に関する判例にお





























( 1 ) 取締役は、会社の最も利益に適するところにしたがって善意に行動する。
(2 ) 取締役は、その権限を正当な目的の為に行使しなければならない。
(3 ) 以上 (1) (2)の原則にしたがって行動する場合にも自分の自由な判断を拘束してはいけない。
(4) (1) (2) (3)の原則に従う場合でも、会社の同意がない限り自分の義務と自分の個人的利益と
が抵触する地位に自分を置くことを許さない。
379 [1966J 1 All ER 242. 
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Y1会社、 Y2会社は、被申請人Yと義兄の Xが始めた会社であり、 Y1会社の資本構成は
1948年には、 Y一族と X一族が 50出ずつで、あったものが、 1987年には、 Y一族が 70弘、 X一




図されたものである。しかし、 YとXらとは仲が悪く、 Xらは、 Yの行為がXらの株主の利
益を不公正に侵害する不当執行に当たると主張した。申請当時、 Yは83歳であり、人の意
見はまったく関かずに、批判的で、あった申請人の3人に対しては特に不誠実な経営を行っ
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又、この他にReBovey Hotel Venture事件400 (会社の金銭、資産を取締役自身のものと
した。)、 ReCumana事件似(被申請人の経営する会社に事業を流用した。)、 ReLondon Schoo 1 
of Electronics事件102 (被申請人の経営する学校に学生を移動させた。)、 OakInvestment 





Re Saul D Harrison & Sons事件405における Hoffmann].のように定款の些絡な点でのテ
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には、これらの株式発行は取消原因となるo 426 J 
会社が新株を発行する場合、株主総会の普通決議若しくは定款の規定に基づき、取締役
が株式を割当てる (2006CA s. 549 (1) ， s.551 (1) )。この場合、株主は原則として新株引受権
を有する (2006CA s.561(1))。
株式及び新株引受権の配分が、申請人の利益を不公正に侵害した判決の一つに Rea 
company (No 5134 of 1986)事件427がある。事実関係は以下のとおりである。
1975年、被申請人Yは、妻とともに会社を設立し、唯一の株主で、あった。その後、 1977
421Ibid. 
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年、 Yは申請人Xと合弁事業を行い、 Xは、取締役に就任し、 40弘の株式を取得した。 xは、
製造部門を統括し、取締役報酬を 1982年まで、受け取っていた。しかしながら、会社が規模
拡張の為に工場を移転したときにXは経営から除外され、報酬の支払も停止した。1983年、
YはXに知らせずに増資を行い、 Yの持株割合が 60弘から 96先に上昇したのに対し、 Xの持
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付申込者に対して当該株式を取得することを請求することができる (2006CA s. 983)。ま
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の利益の為に善意で (bonafide for the benefit of the company as a whole)行為しな
ければならなし、4550 ここに「会社の利益の為に善意でj としづ概念、の意味するところは、






453Ibid. ，at 958. 
454会社の定款につき、 1985年法のように基本定款と通常定款とに分けずに、一つの文書とすること、定款変更




明示されることがあるとしてもそれはまれである。J(Allen v. Gold Reefs of West Africa [1900J 1 Ch. 656， at 
671. ) 
%6[1951J1 Ch.286. 






















についての翫締役への要求書を会社に寄託した。同年 11月 23日、会社は 1988年 6月 9
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4601985年会社法368条(2006CA s. 303)は、払込済資本の 10%以上を保有する株主からの要求により取締役は、
臨時株主総会を開催しなければならないとしている。
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一定の行為の継続を差止め、又は、憐;台、している行為を行わしめる命令を与えた判決に













Y4会社は、 Y2とA(Xの夫)の 2人で経営されていた。一方、 Y3会社は、 Y1とY2が所有










Char les Aldous Q. C.は、 461条に基づく代表訴訟を強行する裁判所の権限に関する先例
をレビューし、以下のように判示し、 Y4会社に対して Y1が損害員副賞を行う旨命令した。
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のこのような申請は認められないことが多い。 Rea Company (No 5685 of 1988)事件仰に
おいては、 5.5弘の持株を所有する申請人Xが、多数派株主が不公正な侵害行為を行ったと















社の重要な財産を売却したとして争われた ReAbbington Hotel事件4叫こおいて、 David
Richards ].は、被申請人の株式を申請人に最初に証拠が提示された日現在の価格で売却す
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い、 Xは、 Ylの行為はXに対して不公正な侵害であるとして 2006年会社法994条に基づく
申誇し、 YlがXに対して株式を売却するように要求した。これに対し、 Ylは、これに対し
て反対申詩を行い、 XがYlに対して株式を売却するように要求した。 Sales].は、 Xの行
為はYlを不公正に侵害してはし1ないが、 Ylは、会社の経営に当たり Xに対して不公正に
侵害していることを認め、 YlがXに対して株式を売却するよう命令した。同様な事件とし













485Ibid. ， at [148]. 
486[1985JBCLC 58. 
487[2009JBCLC 453. 
48 [1989 J BCLC 454. 
489Re Hailey Group[1993]BCLC 459， at 472g-i. 
ωOD. Chivers and B. Shaw， supra note 444， at 170.対等な申請人と被申請人がお互いの株式を買取ることを争っ
た裁判例で、被申請人の方が申請人の株式を買い取る資金を保有しており、被申請人が寅取るほうが合理的で
あるとした (Westv. Blanchett[2000]BCLC 795，at 795h-i.)。
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O'Neill v. Phillips事件505及びReSunrise Radio事件506では、準組合か否かに拘わら
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527、ReBelfield Furnishings事件528~こおいて John Brisby Q. C.は、監査人は業務執行取
締役と個人的な関係が深く、申請人の株式の評価につき、独立性に疑義があるとして問、
当該評価を採用しなかったケースも見受けられる。逆に、 ReCastleburn事件530において






最近の判例である DineshkumarJeshang Shah v. Chandrakant Jeshang Shah事件532にお









第一に、申請提起の時点が挙げられる。 Rea Company (No 2612 of 1984)事件mにおい
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v. Williamson事件問、 ReWoven Rugs事件541でも為され、取締役を解任された日等を評価
日としている。
第三は、買取命令が為された待点が挙げられる。
Re a Company (No 5134 of 1986)事件5勺こおいては、 1983年、被申請人Yは申請人Xに
知らせずに増資を行い、 Yの持株割合が60%から 96%に上昇したのに対し、 Xの持株割合
は40%から 4%へと下落した。 1986年、 Xは、 1985年会社法459条の不公正に侵害してい
るとの訴えを提起した。 PeterGibson J.は、申請人の株式の評価の適当な持点は貿取命令
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Company(No 2567 of 1982)事件54である。同判決の付随意見として Vinelott].は、 1980
年会社法75条における「株主の利益Jは、裁判所が「株主としての資格においてJ(member 
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可能性を考えており 578、代表訴訟の事件において、 Fossv. Harbottleの原則を回避する
ことを可能とすることが不公正な侵害の救済制度の目的の一つであったmo














白である。 584Jと判示した。このような卑近な例として、Menierv. Hooper's Telegraph Works 
別会社の取締役が、申請人の委任状の受領を拒否した場合等が挙げられる(J‘MacIntosh，supra note 30， at 31. )。
576会社の取締役が会社の機会を奪った場合等が挙げられる (Ibid.， at31.)。
~7P.Davies ， supra note 26，at 609;J.Maclntosh，supra note 30，at 30. 
578Board of Trade， supra note 423， atpara. [206J. 
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の決議による旨の基本定款に従い、積み立てを行ってきたが、少数派株主が当該定款規定を越権行為として申
誇したものである。
























































































































































































これに対し、控訴審において Cumming-Bruceし].は、まず、代表訴訟は、 Aが、 Bによ
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第6項 Stein v. Blake(No 2)事件
Prudential Assurance事件604と区別することができないとして、同様の判断を示した判







第7項 Heron International v. Lord Grade事件





第2款 Johnson v. Gore Wood事件以後
第 l項 Johnson v. Gore Wood事件
Johnson v. Gore Wood事件61は、会社が依頼したソリスタが、土地購入オプションの行
MIIbi~ ，at 366j-367a. 
602Ibid. 
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和解する場合、GerberGarment Technology v. Lectra Systems事件6勺こおいてHobhouseL. ]. 
が示した見解を、 LordMillettは引用して、その損失はその会社が自身の救済を追及しな
612p. Watts， The Shareholder as Co-promise， (2001) 117 LQR 388， at 388 ;E. Ferran， Litigation by Shareholders 
and Reflective Loss(2001)60-2 Camb.L.]. 245，at 245. 
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第2項 Gardner v. Parker事件
~6E.Ferra~supra note 612，at 246. 
627[1982J1 All ER 354. 
間 [2001JBCLC313， at 357 f . 
629E. Ferran， supra note 612， at 246. 





をどのように解釈しているかを示すもので、あった。 AldenL. ].は、 Dayv. Cook事件の判決において LordMillett 
の言をそのまま受け取り、「会社の請求は、それが存在するなら、常にそこの株主の請求に打ち勝つので、あるJ
と述べたが、 Johnsonv. Gore Wood & Co. (No 2)事件では、逆の立場をとり、もし Gilesv. Rhind事件631が正
しいとするなら f債権者や株主の保護の必要性は常に絶対的自由童、事項ではなくなり、置き換えることができる
ことになる(Johnsonv. Gore Wood & Co. (No 2) [2003] EWCA 1728， at [162]. ) Jと認めた(C.Mitchell，Shareholderi 
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かっ利用しやすい基準 (moremodern， flexible and accessible criteria) をもった代
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るように提言していた6560 また、 Fossv. Harbottleの原則は、会社が能力の範囲外の行
為若しくは違法な行為をした場合に申請をすることを拒むものではなし ¥6ヘ申請人は、Foss
v. Harbottleの原則を迂回する手段として 2006年会社法996条を利用しており、例えば、
648DTI， supra note 92， at para. [6. 15J. 
ωJ.Poole and P.Roberts， supra note 81，at 124. 
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そうにもない(J.Pooleand P.Roberts， supra note 81，at 123.)。
655A. Boyle and J. Birds， supra note 188， at 657. 
656Law Commission， supra note 87， at para. [16. 3J. 
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660この改正は、厄介な、若しくは厄介に近い訴訟の増大に危険があり、商業活動に損害を与える可能性を指摘
している (LordGrabiner's speech in the House of Lords Grand Committee，27 February 2006(col.GC 13). 
(http://www.publications.parliament.uk/pa/ld200506/1dhansrd/vo060227/text/60227-38.htm.at May 
31，2012.))。













役に脅威を与える可能性が指摘される6Mo Lord Hodgsonは、 rdoublewhammyJと表現し、
10編で取締役の義務が拡大され、11編でより容易に株主に代表訴訟を認めることに対する
懸念を示した6へ
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は請求を排除する (2006CA s. 263 (2) (b)， (c))。然らさる場合、承認若しくは追認がある
とするなら、それは請求を係属させるか否かについての許可を決する場合に、裁判所が考
慮にいれる事項となり (2006CA s. 263 (3) (c)， (d))、裁判所は実際の承認若しくは追認を
発生させる為に訴訟手続を延期する傾向がある。更に、請求を係属させる許可を与えるか
否かを決定する場合、裁判所はいくつかの要素を検討しなければならない。それら要素と
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件に第三者的な株主も請求の係属を望んでいるか否かがある (2006CA s. 263 (3)， (4))。
換言すると、ここでの問題は詰求を係属することがその会社の利益になるか否かである6720
2007年 10月 1Sに民事訴訟法(Civi 1 Procedure Rules)が改正され673、FranbarHoldings 
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第 6款 263条 2項 a号の解釈
第 l項要件








裁判所が代表訴訟を却下する判断は 263条 2項によって為される。 263条 2項は、 3つ
の条件のいずれかが満たされると代表訴訟を却下しなければならず、特に第一に 12006年
会社法 172条にしたがって行為する者が当該訴訟を係属しようとしないことj は、裁判所





ω1 [2009J SLT 812. 
ω5Ibid. ，at [30J. 
696A. Keay and ]. Loughrey， supra note 693， at 177. 
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ω8D.Kershaw， supra note 659，at 614. 
制 172条 1項で、会社の取締役は、会社の株主全体の利益の為に会社の成功を促進する可能性が最も大きいであ
ろうと誠実に考えるところにしたがって行為しなければならないとされる。この利益は、株主個人の利益では
なく、株主全体の利益を指す ωTI，supra note 90， atpara. [3. 51J. )。
70条文においては、 IwouldnotJ としづ言葉が使われており、 rmight notJとはなっていないところが重要で
ある(J.Palmerand G.Milner-Moore， Derivative Action，at 1-2(http://W¥仰 .herbertsmith.com/publications
/publicationsgroupong ，at May 20，2012.) )。
701一般的義務は、一定のコモン・ローのルール及び衡平法の原則に基づくものであり、取締役が会社に対して
負う義務に関しては、当該コモン・ローのルール及び衡平法の原則に代わって効力を有する (2006CA s. 170 (3) )。
取締役は、株主個人より寧ろ会社に対して一般的義務を負う (A.Reisberg，supra note 663，at 23.)。













社についてみると、全く向じという訳ではなし ¥705。一方、 263条2項a号は、 172条にした
がって行為する平均的な取締役と解されるある者が請求を係属することを求めないであ
ろうということに裁判所が納得する場合には、強制的に却下することを求めている。 263
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714A. Keay， supra note 710， at 110. 
100 
役が、より少ないリスクで、より小さな利益を得ようとする投資決定を行わしめる7150
第3項 Franbar Ho1dings v. Pate1事件
2006年会社法263条2項a号に関しての裁判所の役割を詳細に検討したケースとして、













第4項 Iesini v. Westrip Ho1dings事件
また、 Iesiniv.官estripHo1dings事件720においてLewison].は、 172条にしたがって
いるか否かの判断に裁判所が鴎賭しているとして以下の様に判示した。「多くの裁判官が指
摘してきたように(例えば、 Aireyv. Corde 1事件721でのWarren].及びFranbarHo1dings 
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Stainer v. Lee事件730における Roth].は、 263条は「特定の立証基準など指定していな・
い731Jとし、この法律は何等立証基準なるものは要求していないと明示し、本件の優位性
723[2009JE日明C2526，at [85J一[86J.
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第 l項 994条と 260条は統一すべきとの意見






















法律委員会は、 2006年会社法994条と 260条の統一に関する議論に関して、以下の 3つ
の論点を示して統一することを否定した7560第一に、 994条の下では、申請人が不公正な
侵害行為を証明しなければならない。 260条の代表訴訟の下では、会社が取締役等に対す
747A. Reisberg， supra note 93， at 274-275. 
~8J.Yap ， Authorising Derivative Actions on Unfair Prejudice Petitions， (2011)32-5 Co Law 150，at 150. 
749Ibid. ，at 151. 
750A. Reisberg， supra note 93， at275. 
751J. Yap， supra note 748， at155. 
752A. Reisberg， supra note 93， at279. 
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一方、 Rea Company(No 5136 of 1986)事件764において、 Hoffmann].は、会社内の株式
保有割合のバランスを修正する為に、新株を発行する取締役の忠実義務違反を理由として
不公正な侵害行為の救済の申請をした場合に、これは代表訴訟ではない為に






















































































































































































違反の性質により決められるべきである (D.Prentice，supra note 327，at 67.)。
71A. Reisberg， supra note 763， at 117. 
72A. Reisberg， Funding Deri vati ve Actions， (2004) 4 ]. of Corp. L. Studies 345， at 345. 
773Ibid. ，at 371-379. 
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主偲人の訴訟の攻撃として看倣されている (].Payne，supranote 581，at 78-79.)。
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785全ての条件を取り込みすぎており、問題を招く可能性が高いとしづ指摘がある(A.Boyle，The New Derivative 
Action， (1997) 18-8 Co Law 256， at258.)。
786Law Commission， supra note 88， atparas. [6.73-6.74]. 
787私会社においては、明らかに要求される基準とする見解がある(A.Boyle，supra note 785，at 258')0 
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また、イスラエノレにおいては、条文上は、 ranyshareholder in a companyJ となってい
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s. 263 (2) (b)， (c))。然らざる場合、承認若しくは追認があるとするなら、それは誇求を係
属させるか否かについての許可を決する場合に、裁判所が考慮、にいれる事項となり (2006

















処する手段として、イギリスにおいては、 1986年支払不能法(Insolvency Act 
7自8A.Reisberg，supra note 743，at 250. 
799Ibid. ，at 255. 






正当かっ衡平を理由とする解散判決は、最初、 1848年の Jointstock company解散法























員会の勧告により、 1985年会社法第520条を経て、現行の 1986年支払不能法 (Insolvency
Act 1986，c45)第125条2項となっている。
301イギリス会社法上、解散 (winding-up) と清算(liquidation) という 2つの文言は区別されることなく使用
される場合が多い。しかし厳密には、 winding-upでは、法人たる会社の消滅という側面に重きが置かれるのに
対し、 liquidationは債務弁済・残余財産分配、債権回収といった関係者の利害調整の側面に重きを置いたとい
う点に両者の相違を見ることができる(し Gowe~The Principles of Modern Company Law 3~ ed. ，Stevens & 
Sons(1969)，at 647.)。
802 [1849J 1 Mac & G 170. 
303Ibid. ，at 174. 
804Per Lord Cross of Chelsea in [1972J 2 All ER 492， at 502g-503b. 
805p. Davies， supra note 26， at 705. 


















ズ(cleanhands)でなければならない808 この考えは Ebrahimi v. Westbourne Galleries 
事件809において、裁判官である LordCross of Chelseaによって次のように述べられてい
る。













を示しており、現在及び過去の既に払込済みの株主も含む(P.Davies， supra note 26， at 705;Palmer's Corporate 
Insol vency 26thed.， Sweet & Maxwell (2009)， at 1063.)。
808R. Holl ington， supra note 392， at 45. 
809[1972J2 All ER 492. 

















株主総会の議長の資格で決裁権を自己の有利に行使する場合 (ReDavis and 
Collett(1935)Ch.693)や50弘の株式を所有していても取締役会で、少数派で、あった為に会社












81]. Lowry， supra note 385， at 67. 
812Board of Trade， supra note 28， at para. [60J. 
813p. Davies， supra note 26， at 705. 
814M. Chesterman， The “Just and Equi table" Winding up of Small Pri vate Companies， (1973) 36 MLR 129， at 130. 
815Ibid. ，at 130. 
816Lord Wilberforce in [1972J2 All ER 492，at 496;Lord Cozens-Hardy ~~ in Re Yenidje Tobacco[1916J2 
Ch.42~at 431-432;Crossman]. in Re Davis & Collett[1935]1 Ch. 693，at 701. 
817[1966J3 All ER 320. 
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て、訴えを却下した。 Ebrahimiv. Westbourne Galleries事件において Lord Wilberforce 
は、この判示を引用して、 f夜、の意見では、この手続は正当であり、事実、命令を拒む権利


























818 [1972J 2 All ER 492， a t 498g-h. 
819 [1942J VLR 222. 
820[1972J 2 All ER 492， at 499b-d. 
~1[1942JVLR 222，at 223. 
822Loch v. John Blackwood [1924J AC 783， at788. 
823[1916J2 Ch. 426， at 435. 
8~B.Mcpherson， Winding Up on the “Just and Equitable" Ground， (1964)27 MLR 282， at 296-297;T. Hadden， 
supra note 45，at 157-158. 
825T. Hadden， supra note 45， at 231. 





第 l款 Ebrahimi v. Westbourne Galleries事件






運営につき、 XとY1及びY2との間で意見の対立がおき、 1969年、 Y1及びY2は、 1948年
会社法 184条(2006CA s. 168)及び、定款に員Ijった株主総会決議により、 Xを取締役から解任
し、会社経営のいかなる役割からも排除した。xは、 1948年会社法210条(1986Insol vency 


















827S. Acton， Just and Equi table Winding Up， (2001) 22-5 Co Law 134， at 139. 
828[1972J2 All ER 492. 
~9Ebrahimi v. Westbourne Galleries(Trial judge) [1970J3 All ER 374，at 385b. 
830Ebrahimi v. Westbourne Galleries(Court of appeal) [1971J 1 All ER 561. 































Lord Wilberforceは 上記の如く、 1948年法のもとで、会社解散判決請求権について
~2Ibid. ， at 499h-500a. 
~3Ibi~ ， at 500a-b. 
834Ibid. ， at 500h-i. 
8350'Nealは、アメリカの閉鎖的株式会社に関して、その主要な企業的特質を(1 )株主はきわめて少数である
こと、 (2)株主の大部分の者が事業活動に従事していること、 (3)会社の株式の市場が存在しないことを求
めている (O'Neal& Thompson， O'Neal's Close Corporations 3rded. ， Clark Boardman Callaghan (1994)， at 1-5) 0 
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837 [1996 J 2 BCLC 417. 
838[2000JBCLC 376. 
~9V.Joffe ， supra note 126，at 27Q 
840[1976J2 All ER 268. 
841Ibid. ，at 282. 
制2[1972J2All ER 492. 
~3D. Prentice， supra note 305，at 125. 





























また、この判例を引用して、解散の申請を認めたものとして、 ReA. & B. C. Chewing Gum 
事件852がある。向事件においては、株主間契約に申請人が取締役を選任、解任する権限を
845R. Holl ington， supra note 392， at43. 
846[1951JVLR 458. 
的7[1824-1834JAllER Rep 311. 
~811853J10 Hare 493. 
849 [1972J 2 All ER 492， at500j-501d. 
蜘 [1970J3All ER 374，at 384b-d. 
%1[1972J2 All ER 492，at 501a-c. 








Ebrahimi v. Westbourne Galleries事件において LordCross of Chelseaは、 ReCuthbert 
Cooper & Sons事件854における Simonds].の判示を引用している。この事件の事実関係は
以下の通りである。会社は、父と 2人の兄弟により営まれた経営を引き継ぐ為に 1913年に























~3Ibid. ，at 591b-592a. 
854 [1937J 2 All EE 466. 
120 
Lewis v. Haas事{牛855がある。このケースは、 490/0ずつを保有する 2人の株主兼取締役と
後の 2%を保有する事務弁護士のものである。 OuterHouseにおいて、 LordFraserは、経
営からの除外は解散命令の理由となるという原知を認めながら、正当かつ衡平の条項の使
用を可能にする為に十分有効な事実を見つけることがなかった。
























要素となる。例として、 Jesnerv. Jarrad Properties事件861が挙げられる。申請人Xは、
Je社の株式を 9.99弘、 Ja社の株式を 14.2弘所有しており、商社は同族会社であり、 X以外
855[1970JSLT 67. 
856 [2010J E間C230. 
857V. Joffe， supra note 126， at 214. 
858Ibid. ，at 214;R. Hollington， supra note 392， at50. 
859 [1924J AC 783. 
860Ibid. ，at 788. 
861 [1993JBCLC 1032. 
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の同族関係者も両社の取締役を兼ねていた。 Ja社は、 Je社に対して 1979年以降無利息で
貸付を行っており、 Ja社にとっては何の利益も生まない行為で、あった。 TheLord Justice 




























制 [1972J2All ER 492，at 500a-b. 
W3Ibid. ，at 1039a-l040h. 
864 [1999 J 2 BCLC 1. 
865Ibid.， at13e-14f. 
866[2000J2 BCLC 321， at356f. 
8~R.Hollington ， supra note 126，at 120. 

































869Ibid. ，at 1076b-f. 
870V. Joffe， supra note 126， at215. 
~IB.Mcpherso~ supra note 82~at 295. 
872 [1916J 2 Ch.426. 
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Loch v.John Blackwood事件875やReDavis and Collett事件876がある。
















873Ibid. ，at 434-435. 
874D. Prentice， supra note 305， at 108. 
875 [1924J AC 783. 
876[1935J 1 Ch. 693. 
~7[1972J2 All ER 492，at 497a-d. 
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請することができる8780 この例として、 Virdiv. Abbey Leisure事件879がある。同事件に
おいて、申請人Xは会社の 40弘の株式を持ち Y1とY2は 60弘の株式を保有し、取締役で
あった。会社の自的は娯楽施設の経営であり、ナイトクラブを所有し経営していたが、当



























878R. Holl ington， supra note 392， at 216. 
~9(Trial judge) [1989] BCLC 619; (Court of appeal) [1990]BCLC 342. 
蜘 [1990]BCLC342，at 346. 
a1Re Suberban Hotel[1867]2 Ch.737，at 750-751. 
a2Re Haven Gold Mining[1882]20 C~ 151，at 16~ 

































884 [1990 J BCLC 423. 
~5Ibid. ，at 435c-~ 
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888Lord Cross of Chelsea in [1972J 2 All ER 492， at 505c-f. 
89R. Hollington， supra note 392， at 38-39. 
890A. Keay， Insol vency Law， Pearson (2003)， at 209. 
891R. Holl ington， supra note 392， at 39. 
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合の会社において少数派株主が多数派株主との関係悪化に伴い、取締役から除外された Re
a Company(No 1363 of 1988)事件892において、 Warner].は、申請人の主張した正当かっ
衡平を理由とする解散の申請を却下し、 1985年会社法459条による不公正な侵害による救
済を認めた8へ






















思えるo ・・このような状況でかつ 1986年支払不能法 125条2項の観点から、これら申・
請が会社解散命令を導くような見込みはない。腕j
一方、被申請人が株式の買取を求めている場合に、会社解散請求は不合理で、あるとして、
申請を却下した半Ij例として Rea Company(No 2567 of 1982)事件896がある。申請人 Xは 3
人で会社を経営していたが、 3人の関係、がうまくいかなくなり、 Xは経営から除外された。
~2[1989JBCLC 579. 
893Ibid. ，at 586. 
~4[1997JBCLC 479. 
~5Ibid. ，at 488d-489d. 
































897Ibid. ，at 935h-936h. 
898[1951JVLR 458. 
899Ibid. ， at 469.また、その後、編者の脚注によれば、多数派株主が申請人の持株を買い取ることで合意し、解
散の申請が棄却された。































制 Boardof Trade， supra note 28， atpara. [60J. 
902p. Davies， supra note 26， at705. 
903出.Chesterman，supra note 814，at 130. 
9~~Chesterma~ supra note 81~at 13Q 
905Lord Wilberforce in [1972J2 All ER 492， at 496;Lord Cozens-Hardy出.R.in [1916J2 Ch.426，at 
431-432;Crossman ]. in [1935J1 Ch. 693， at 701. 
~6[1972J2 All ER 492，at 496d-496e. 























M8Ibid. ，at 500a-b. 























しており、オンタリオの報告書では、 1974年から 1982年までに 7つの強制解散の報告が
為されたが、 1982年から 1988年までの関に、強制解散の適用された報告はなく、株式買
取請求権制度と代表訴訟もそれらが紹介されたときに予想された事件数以下しか利用され
910p. Anisman， Majori ty-Minori ty Relations in Canadian Corporation Law， (1986-1987) 12 Can. Bus. L. J. 473， at
473. 
91B. Cheffins， The Oppression Remedy in Corporate Law: the Canadian Experience， (1988) 10 U. Pa. J. of . 
Int'l. Bus.し305，at305;Peoples Department Stores v. Wise(2004)244 DLR(4~)56~at [48]. 
912S. Copp and K. McGuinness， Protecting Shareholder Expectations Part 1， (2000) 1 Int'l Co. and 
Com. L. Rev. 184，at 186. 
913Ibid. ，at 189. 
914Brant Investments v. KeepRi te (1987) 37 BLR 65， at67. 
915B. Cheffins， supra note 911， at307. 
916カナダ政府も 10の州、!と同様に会社設立の許可を与えることができる (Ibid.，at 306.) 0 
917Board of Trade， supra note 423. 
918少数派株主の保護に関する政策理由は、第一に、会社にお金を預けた株主はフェアフ。レイの状態に頼る資格
があるという必要性、第二に、代替的な方法を利用することによって強制解散を回避する必要性、第三に、本
人代理人問題、入口出口問題から発生するミクロ経済用語として取り扱う必要性がある (S.Copp and 
K.McGuinness， supra note 912，at 189.)。































のブリテイツ、ンュ・コロンビア会社法 (theCompanies Act(RSBC， 1960， c.67)以下、 BCCA
920B. Cheffins， supra note 911， at332. 
921B. Cheffins， supra note 684， at95. 
~2P.Anisma~supra note 91~at 47~ 
923S. Beck， supra note 686， at208. 
9~Per Mckinlay IA. in Brant Investments v. KeepRite(1991)80 DLR(4ili) 161. 








Corporations Act(SC， 1974-75， c.33)，以下、 CBCAという)241条は、同様にジェンキンス








(CBCA s. 241 (2) )則。第二に、少数派株主の他にジェンキンス委員会報告書がその救済の
対象としていなかった債権者、取締役、役員の利益が不公正に侵害された場合も裁判所は、








926B. Cheffins， AnEconomic Analysis of the Oppression Remedy， (1990) 40 U. Toronto L. J. 775， at776. 
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928Ibid.， at paras. [474-477J. 
92gB. Cheffins， supra note 911， at 311. 
930S. Copp and K. McGuinness， supra note 912， at 217. 
931株主の合理的期待の分析を通して公正の概念を取り入れているので、不公正な侵害若しくは不公正に無視す
る立誌は、抑圧よりも厳しくないと判示した(PerBlair ].A. in Re Mason and Intercity Properties (1987) 38 





~3D.Thomson ， Directors ， Creditors and Insolvency(2000)58 U.T. Fac.L.Rev.31，at 50. 
934B. Cheffins， supra note 684， at 90. 
935M. Khimji， supra note 25， at 229. 
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936CBCA 2条2項は、もし、 (1)それら会社の一つが他の会社の子会社で、ある場合、 (2)両者が同一会社の子会社
である場合、 (3)それぞ、れの会社が同一の者に支配されている場合には、一方の会社は他の会社の関係会社とな
ると規定している。 P.C. Dev lin Law Corp. v. 403827 B. C. (2011) 90 BLR (4th) 310， at[21J一[22].において Smith 
Jは、関係会社の意義はこの言葉が使われている特別の契約の文脈において考察すべきであり、ケースによっ
ては、何人かの支配下にある場合にも関係会社として取り扱うと判示した。
937善意の立証は不公正な侵害行為及び救済を獲得する権利の立証には必ずしも不可欠ではない (PerMason J. in 
Such v. RW-LB Holdings(1993) 1 BLR(2d)122，at 123.)。
938Kular v. Wahlla (2011) 88 BLR (4th) 276.の原審である(2011)CarswellBC78.においては、 50弘ずつ株式を所
有する 2人の株主がデ、ッドロックになったとして被申請人に申詩人の株式を買取ることを命じている。
939Point2 Technologies v. Vendasta Technologie (2009) SKQB 199， at[27J. 
940(1991)3 BLR(2d) 13. 
941Ibid. ，at [129J. Re Ferguson and Imax Systems (1983) 150 DLR (3d) 718.における BrookeJ A.も同様の見解
を示している。
































943(2011)89 BLR(4th) 130. 
~4Ibid. ，at [33J. 
945M. Khimji， supra note 25， at 227. 
946B. Cheffins， supra note 926， at777. 
947 (2008) 52 BLR (4 th) 1. 
948Ibid. ，at [56J. 

































950Ibid. ，at [36J. 
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9~E Iacobucci and ~Davis ， Reconciling Derivative Claims and the Oppression Remed~ (2000)12 
Sup.Ct.LRev.87，at 119. 
955(2008)52 BLR(4Lh) 1. 
956Ibid. ，at [68J. 
957Ibid. ，at [62J. 
%8Ibid. ，at [64J. 
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日以内にコメントを提供し、会社は 10日内に申請人のコメントに回答する命令もある (Kularv. Ecosol Solar 
Technologies(2011)85 BLR(4ili) 325，at [42J.)。
963S. Copp and K. McGuinness， supra note 912， at219. 
制 Ibid.，at 224; (1983)150 DLR(3d) 718，at 727.においてBrookeJ. A.は、同様に、非公開会社の場合には裁判
所は単に法的権利ではなく、株主の間の関係を考察し、会社と取締役の行動が少数派株主に不公正な侵害にな
っているか否か決定する為に問題の会社の行為が善意であるかを考察しなければならないと判示している。
























きいことは明らかである。 Rea Company(No 1761 of 1986)事件9可こおいて Harman].は、
法的権利の違反に当たらないとし1う主張に対しでも明らかに傾聴に値するとの態度をとっ
た。しかし、会社の行為から離れた個人の資格に基づく株主の行為は、その範題外のこと
で、あった。 Rea Company (No 477 of 1986)事件973においてHoffmann].は、小さな会社に
おいて、株主としての利益は、彼が取締役としての地位に居続けられ、会社経営からの除
外は、株主としての利益に対する不公正な侵害であるという玉当な期待を含むと半Ij示した。
966Ibid. ，at 51e. 
%7Ibi~ ，at 64f-g;RCheffins，supra note 68~at 90. 
9~RThompson ， Corporate Dissolution and Shareholder~ Reasonable Expectations， (1988)66 
Wash.U.LQ. 19~at 211-216. 
%9B.Cheffins，supra note 911，at 321. 
970B. Cheffins， supra note 684， at 91. 
971 (1991) 79 DLR (4th) 48， at 64a. 
972 [1987J BCLC 141. 
官73[1986JBCLC376. 
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て Ven問elot口t].は、株式の買取選択権があつた場合には 寅取者は その後に決議された
定款改正をする特別決議によつて当該寅取を邪魔されないという正当な期待を持つと半塑判リj示











BCE v. A Group of 1976 Debentureholder事件983において、 McLachlinC.].は、抑圧と
して表現される違法な行為は、耐え難く、過酷にして不当であり、公正な取引の標準から
の明らかな離反(avisible departure from standards of fair dealing)、正直さの不正




975B. Cheffins， supra note 684， at 91. 
976K. McGuinness， supra note 942， at1258. 
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Burnett v. Tsang， (1985) 37 Al ta. L. R. (2d) 154.における Cawsey].が判示するように経営に参加する権利を持
141 

















利益も持つであろう。しかし、私達がNewBranswick Business Corporations Act 
(S. N. B. 1981， c.B-9. 1) (以下、 NBBCAという)166条2項 (CBCAs. 241 (3) )を適用するに
際して関心を持たなければならないのは株主としての利益のみである。 992J 
Naneff v. Con-Crete Holdings事件93においてGalligan]. A.は、 Stonev. Stonehurst 
事件矧lこおける上記の Landry].の法律の正確な条文としての分析に同意し、 OBCA248条





つ資格がある場合がある (K.出cGuinness，supra note 942，at 1248')0 
986A. Nwafor， supra note 64， at 286. 
告87(2010) BCSC 560. 
988Ibid. ，at [73J. 
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制 [1959J1 WLR 62. 
告92(1987)80NBR(2d) 290，at [34J-[35]. 
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2社の株主で争われたJohnsonv. Cava Secreta Wines & Spirits事件101においてActon





96B. Cheffins， supra note 926， at799. 
W7B.Cheffins， supra note 911，at 318. 
98B. Cheffins， supra note 926， at 800. 
99 (2011) 86 BLR (4th) 290. 
1000Ibid. ，at [190J一[192J.
1001(2011)93 BLR(4th) 171. 










ここで、 2006年イギリス会社法 994条と CBCA 241条の条文と相違するところは、「抑
圧Jと「不公正に無視する」の 2つである。「抑圧jは、 ScottishCo-operative Wholesale 
Society v. Meyer事件105における Simonds].によって、抑圧とは f耐え難く、過酷にし




Courthouse Block v. Middlesex Condominium No. 173事件109でも引用されている。また、





を探している10120Westfair Foods事件1013において Harradence]. A.は、このアブ。ローチを
推奨し、以下のように判示した。「私は堅実な仕切りの中に f不公正なj とか f抑圧的に」
とか「侵害的なj という弾力性のある形容詞を入れることはできない。私の考えでは、こ
の重複する繰り返しは、制限的な意味を持たされるという国会の懸念の表れでしかない
1014 0 • • • D. Peterson， Shareholder Remedies in Canada， Butterworths (1989)の
Para. [18. 60J 1015で著者が不公正な無視は無視が公正であることをほのめかしている。私は
このような分析を否定する。この本来の言葉は、裁判所に彼らの義務を広く寛大に行使す
ることを命じている側o ・・この言葉は裁判所が当事者に公正の義務を課したと結論付
104 (2011) 93 BLR (4th) 171， at [55J. 
1005[1958J3 All ER 66. 
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と会社関の取引に関して、株主全員の合意による承認があったときは取締役会の承認を要しないとするも
の(最判昭和 49年 9月 26日民集 28巻 6号 1306頁.)、 (4)会社が長期にわたって株券を発行しない場
合には、株主は意思表示のみによって有効に株式の譲渡を為し得るとするもの(最判昭和 47年 11月 8
日民集 26巻 9号 1489頁.)などが挙げられる(酒巻・前掲注 (8)17-18頁.)。
1295例として、(1 )法人格否認の法理の適用を認めるもの(最判昭和 44年 2月 27日民集 23巻 2号 511
頁.)、(2 )取締役の第三者に対する責任規定である商法 266条ノ 3の拡大適用をはかるもの(最判昭和



































ロ99大里子王道 f少数派株主の救済制度と会社法改正試案についてj判タ 38(21) 51頁 1987. 
1300竹内・前掲注 (13)24頁.
1301稲葉威雄『商法・有限会社法改正試案の解説~ }5IJ冊商事法務 89 63-64頁 1986. 


























説明されており 1309、平成 2年の商法改正には盛り込まれなかったといえる 13100





1304江頭憲治郎ご山本貢ご大谷禎男二阿部一正「商法改正要綱案の第三読会を終えて (2)J商事法務 1155 24 
頁 1988.
i加大谷禎男 ii商法・有限会社法改正試案j に関する各界意見の分析 (4)J掃事法務 1101 21頁 1987.
1306浜田道代「閉鎖会社のj去に関する一提言(3) J商事法務 669 13頁 1974. 
1307森淳二期「閉鎖会社における支配の維持と投下資本の回収J法律時報 56(11) 26頁 1984. 
1308青竹正-i閉鎖的会社と社員の持分・株式買取請求権j商学研究/小樽商科大学経済研究所 27(3・4)
87頁 1977.
1309河本一郎 f商法・有限会社法改正についての経緯J金半iJ 856 14頁 1990. 





































































1318渋谷光子「企業利益への株主の参加JW現代商法学の課題J有斐閣 470頁 1975. 
1319小林俊明「閉鎖会社における少数株主の抑圧と配当政策」専修法学論集 110 112頁 2010. 
1320稲葉・前掲注 (1313)51頁.
1321大谷禎男 f商法改正の経過と改正法の概要j 法律のひろば 43 (11) 4頁 1990. 
1322永井紀昭「商法改正の成立と国会審議j 商事法務 1221 3頁 1990. 













できる(会 109条 2項、 105条 l項)。非公開会社においては、株式数に比例した扱い
ではなく、属人的な取り扱いをすることが適切な場合があるところから、!日有限会社









あるとしていた。会社法 109条 2項、 105条 l項 3号は、この!日有限会社法の規定を
承継したものとされる 13300
1325株主平等原則の学説の詳述については、村田敏-i会社法における株主平等原則 (109条 l項)の意義
と解釈J立命館法学 316 400頁 2007.参照。会社法における株主平等原則の解釈については、南保勝











関係がない(落合誠一「株主平等の原則JW会社法演習 1~有斐閣 209頁 1988. )。























































いては、新株引受権を有するものとされた(平成 17年改正前商法 280条ノ 5ノ2)問。
非公開会社における現行新株発行規制の最大の問題は、何が公正な新株発行価額であ
るかにつき、人々が納得し得る客観的な基準がないことであるi加。会社法は、株主に







る(森淳二朗「株式価値の法的解釈(その 1)一新株の発行価額の基本問題(2 ) J民商 82 (3) 340頁
1980. )。また、上場会社においては、公募決定時の市場価格の 10%乃至 15%低く定められていたケース
が多かったが、新株発行期開が短縮された為に 3.5%程度に圧縮されている(近藤弘二「特に有利な発行
価額・著しく不公正な発行価額による新株発行の意義と効果Jジュリ増刊商法の争点 1 178頁 1993.)。
社員権説が株式の経済的価値の問題を持分概念に結び付けて理解してきており、本来、会社財産価値と株
式価値の両建てで構成されるべき株主財産権が一面的に会社財産価値の側面から把握されてきた為、株式
価値理論の発展が阻害された(森淳二期「株式価値の法的解釈(その 1)一新株の発行価額の基本問題(1 ) J
民商 82 (2) 207頁 1980. )。
1336吉本健一 f閉鎖会社における新株発行と法規制のあり方j阪大法学 145・146 327頁 1988. 





































l叩全国中小企業団体中央会『会社法中小企業モデ、ノレ定款』第一法規 43頁 2011. 
13.13新株ヲi受権の法的基礎の詳細については 山本真知子 f閉鎖会社と新株発行j慶悠義塾大学大学技法
学研究科論文集 37 53頁 1996.参照。
1344非公開会社の事例においては、持株比率が少数派株主であるが、取締役会では多数派である者が、そ
の発行権限を利用して多数派株主から会社の支配権を奪うという例が多し¥(洲崎博史「不公正な新株発行
とその規制(1 ) J民商 94(5) 10頁 1986. )。
iシリHu時・前掲注 (1344)9頁.
1346松井秀征 f取締役の新株発行権限 (1)J法協 114 (4) 417真 1997. 
1347大阪地裁堺支部半!J昭和 48年 1月 29毘半u時 731号85頁.
i湖沼巻・前掲注 (1338)12頁.






























13ω松井秀征 f取締役の新株発行権限 (1)J法協 114 (4) 419頁 1997. 
1351控訴審の大抜高半IJ平成5年 11月 18日は、これを取り消し、上告審の最判平成9年 9月 9日半世時 1618
号 138頁は、取締役に職務上の義務違反があり、これにつき悪意又は重大な過失もあったとすることを妨





株発行J~企業法判例の展開 本間輝雄先生・山口幸五郎先生還暦記念』法律文化社 248頁 1988. )。





















項4号、 201条 1項、 202条3項、 204条2項、 322条 l項4号)、募集株式の引受人にとり特に有利な払
込金額による公募・第三者割当てによる募集が株主総会の特別決議を経ずに行われる場合(会201条l項)、
募集事項が均等でない場合(会 199条 5項)、株主の募集株式の割当を受ける権利が無視される場合(会

















れるべきである(江頭・前掲注 (1265)708頁.森本滋 f第三者割当と支配権の変更j商事法務 1191 17 
頁 1989. )1浜昇「株式会社の支配争奪と取締役の行動の規制(3 ) J民商 95(4) 496頁 1987. )。
1357江頭・前掲注 (1265)706頁.
1358鈴木竹雄 f新株発行の差止と無効JW商法研究盟会社法(2)j)有斐関 227頁 1983. 
194 
















一方、千葉地松戸支決平成 20年 6月 26日金判 1298号 64頁は、支配権の争いがな
く、資金調達の必要性や合理性があったとして差止請求を却下しており、東京高決平













1359楠元純一郎「半Ij批j ビジネス法務 9 (11) 98頁 2009 
1360 r判批j金判 1296 10頁 2008. 
1361弥永真生 f判批j ジュリ 1447 3頁 2012
1362王子田誠「判批j金半Ij 1312 26頁 2009.若松亮 f半lj批j判タ 1295 66頁 2009.栗山徳子沖j批J
商事法研究 65 22頁 2008. 
195 
安定性に欠ける。そこで、募集株式の発行等の無効は、新株発行の無効の訴え(会 828
条 1項 2号 2項 2号、 834条 2号、 839条、 840条)若しくは自己株式の処分の無効の







式の発行(会 108条 l項、 2項)、譲渡制限株式である募集株式の発行等に必要な株主
総会若しくは種類株主総会決議に破庇があること(会 199条 2項、 4項、 202条 3項 4
号、 204条 2項、 322条 l項 4号)、譲渡制限株式につき株主の募集株式の割当を受け







1361東京地半Ij昭和 31年 6月 13日下民集 7巻 6号 1550頁.
1制株主の募集株式の発行等の差止誇求権の行使の機会を失わせることとなるので、当該公告若しくは通
知の欠敏以外に差止事由がない為差止誇求が仮に為されても差止は許容されなかったと認められる場合




発行には無効原因があるとしている。最判平成 10年 7月 17日半Ij時 1653号 143頁.においては、「新株発






竹正-~閉鎖会社紛争の新展開J 信山社 197頁 2001. )。
1366江頭・前掲注 (1265)712-713頁.
























東京高判平成 22年 6月 29日平 21(ネ)5973号(原審:横浜地半Ij平成 21年 10丹











l湖神田秀樹『会社法(第 13 版)~弘文堂 138頁 2011.
1369非公開会社については、会社法改正により、有限会社の資本増加の手続が適用されるようになったの
であり、必要な株主総会の決議の壊疲は、当該新株発行の無効原因に当たると解するのが整合的である(弥
永真生 f判批Jジュリ 1427 163頁 2011.小林俊明 f閉鎖会社における公示の取庇に基づく新株発行と
不公正発行J専修法学論集 102 76頁 2008.)。
1370) 1島いづみ均片山金判 1368 5頁 2011.
1371) 1島・前掲注 (1370)6頁.






その後、東京地決平成 24年 1月 17日金判 1389号 60頁においては、同様に株主総
会決議の不存在は、募集株式の発行の無効事由と解するのが相当との判断を示してお
り、上記裁判例と間様に通説的見解に従うものとの評価がある imo
一方、最半Ij平成 24年 4月 24日金半Ij1392号 16頁において、第一に、「取締役会がi日



























1375) 1島・前掲注 (1370)5頁.山本為三郎「半Ij批j法学研究 85 (3) 107頁 2012.来住野究「判批j 明
治学院大学法学研究 93 196頁 2012. 
J376弥永真生「半1Jt.比Jジュリ 1438 3頁 2012.中村信男「判批JM]S税経システム研究所 45 18頁 2012. 



































年 9月 9日判時 1618号 138頁)、利益相反取引により株主が被った損害(福岡地判昭和 62年 10月 28日
判時 1287号 148頁)につきこの損害賠償請求を認めた裁判例はその例と解すべきである。
1381東京高判昭和 48年 7月 27日半IJ時 715号 100頁、最半Ij昭和 50年 4月 8日民集 29巻 4号 350頁.
1382鈴木竹雄=石井照久 f改正株式会社法解説J日本評論社 249-250頁 1950. 
1383浜田・前掲注 (1341)23頁.




不公正な発行に当たらないとしていた(東京地決平成元年 7月 25日判時 1317号 28頁












でき、この 2つを合わせて社員権とするのが通説である 13890 これに対し、物権説1390 、
社員権否認論1391、株式債権説1392、株式会社財団論1393等があり、また、古典的理論とし
1385前田修志 f著しく不公正な方法による新株発行の効力Jジュリ 1117 204頁 1997， 










座』有斐閣 381頁 1962. )。








































権力の抑制措置の研究』嵯峨野書院 68頁 1992. )。
l制江頭憲治郎編『会社法大系(2) ~青林書院 23頁 2009. 1，番・前掲注 (1266) 13頁.
1397大野・前掲注 (2)59頁.自益権には、剰余金の配当請求権(会 453条)、残余財産分配請求権(会 504
条)、株式翼取請求権(会 116条、 469条、 785条、 797条、 806条)、株主名簿の名義書換請求権・株券発
行請求権(会 130条 l項、 133条、 215条 1項-3項、 230条 2項)、株主の権利の希薄化を防止する為の募
集株式の割当てを受ける権利(会 202条 l項 l号)等がある。
1398大野・前掲注 (2)59頁.共益権には、会社経営に参与する権利としては、株主総会の議決権(会 308
条 1項、 325条)、説明請求権(会 314条、 325条、 491条)、提案権(会 303条-305条、 325条、 491条)、
累積投票請求権(会 342条)、株主総会招集権(会 297条、 325条、 491条)等がある。一方、取締役等の
行為を監督是正する権利としては、株主総会決議の取消訴権(会 831条)、株式発行・自己株式処分・新
株予約権発行の無効訴権(会 828条 l項 2号-4号、 2項)、設立・資本金額減少・組織変更・合併・吸収
分割又は新設分割・株式交換又は株式移転の無効訴権(会 828条 l項 1号、 5号-12号、 2項)、代表訴
訟提起権(会 847条)、違法行為の差止請求権(会 360条、 491条)、役員の解任請求権(会 854条 l項、
2項)、特別清算等申立権(会 511条 1項、会社更生法 30条2項)、会計帳簿の関覧権(会 433条)、取締
役会の招集誇求権(会 367条)、検査役の選任請求権(会 306条 1項、 358条 1項)、解散請求権(会 833
条 1項)等がある。
1399南保勝美「株主の議決権濫用についてj法律論叢 68(3・4・5) 275頁 1996. 
1400江頭・前掲注 (1265)124-125頁.



































1403大隅健一郎 f株主権の濫用JW新版会社法の諸問題』有信堂高文社 154頁 1983. 
i州酒巻俊雄編『逐条解説会社法 (2)~ 中央経済社 29-30頁 2008. 


































式会社法序説JW株式会社法講座第一巻』有斐関 14頁 1955. )や会社としづ社会における公共の福祉で





































1412大隅健一郎「株主総会の決議の良俗違反に就てJ京大決別記念法学論文集 202頁 1933. 
1113鈴木・前掲注 (1262)293頁.
1414高田源清 f株主の誠実義務J~商法の諸問題竹田先生古稀記念』有斐閣 130-131頁 1955. 豊崎光衛
































1418Fox & Bowen， supra note 492， at 99.大野・前掲注 (10)31頁.
1419玉井利幸「少数株主に対する取締役と支配株主の義務と責任JW会社法・金融法の新展開』中央経済社
304頁 2009.
iω荒谷裕子「株主権の濫用j半IJタ 917 34頁 1996. 














































































































iω近藤光男「会社経営者の解任JW 8 0年代の商事法の諸相鴻常夫先生還暦記念』有斐閣 383頁 1985. 










ければ、主張はできない(会 828条 1項 7号、 8号)。その訴えは、合併の効力が生じ
た日に各当事会社の株主、取締役、執行役、監査役、清算人であった者若しくは存続
会社、新設会社のそれらの者、又は、破産管財人、若しくは、合併について承認、をし
なかった債権者のみが提起できる(会 828条2項 7号、 8号)。
株主総会等の決議について特別の利害関係を有する者が議決権を行使したことによ
って、著しく不当な決議が為されたときは、株主等は、株主総会等の決議の自から 3
ヶ月以内に、訴えをもって当該決議の取消を請求することができる(会 831条 1項 3




















i間東京地判平成元年8月 24日半日時 1331号 136頁.は、 f合併比率が不当であるとしても、合併契約の承
認決議に反対した株主は、会社に対し、株式買取請求権を行使できるのであるから、これに鑑みると、合
併比率の不当又は不公正ということ自体が合併無効事由になるものではなしリと判示している。
!制江頭憲治郎『結合企業法の立法と解釈J有斐閣 288頁 1995. 合併対価に関しては、柴田和史 f合併




































l州赤堀光子「取締役の忠実義務付)J法協 85 (4) 44頁 1968. 
14.1今井潔 f会社との関係JW新版注釈会社法 (6)J]有斐閣 22頁 1989. 
1叩最判昭和 45年 6月 24日民集 24巻 6号 625頁.




























1444最判昭和 45年 6月 24自民集 24巻 6号 625頁.
1附近藤光男「会社に対する責任JW新版注釈会社法 (6)J]有斐関 260頁 1989. 
1州大隅健一郎=今井宏『会社法論(中)J]有斐関 165頁 1992. 

















































責任は、任務僻怠による過失責任であるとするのが判例(最判昭和 51年 3月 23日金判 503号 14頁)及







忠実義務が課せられたと考えられる 11へこのような立場に立ち、京都地判平成 4年 8















1仰星)1長七『取締役忠実義務論J成文堂 38-39頁 1972. 
1仰星)1・前掲注 (1455)10頁.
1457控訴審の大阪高判平成 5年 11月 18日は、これを取り消し、上告審の最判平成 9年 9丹9日判時 1618
号 138頁は、取締役に職務上の義務違反があり、これにつき悪意又は重大な過失もあったとすることを妨








と帰責事由の解釈をめぐってJ商事法務 1763 6真 2006. )。
i仰平成 17年改正前商法においては、資本充実の為の引受・担保責任(平成 17年改正前商法 192条 l項 2
号)、財産不足額填補責任(平成 17年改正前商法 192条の 2第 l項)、違法配当に対する責任(平成 17
年改正前商法 266条 1項 l号)、株主に対する利益供与をした責任(平成 17年改正前商法 266条 1項 2
号)、取締役に対して金銭の貸付をした責任(平成 17年改正前商法 266条 1項 3号)、ならびに利益相反




法の課題と展望』商事法務 197頁 2009. )。しかしながら、取締役の任務探怠の抑制につながらない無
過失責任を課すことに対する批判が強まり、会社法においては、無過失責任は、募集設立の際の財産不足










































1460Fox長 Bowen，supra note 492，at 114. 



















(会 423条 1項) 11へまた、取締役が、競業の承認を得ないで、当該取引を為したと
きは、その取引によって同人又は第三者が得た利益の額を会社に生じた損害額と推定





示して株主総会の承認を受けなければならず(会 356条 1項 2号)、取締役会設置会社
においては、取締役会の承認を受けなければならなし¥(会 365条 l項)。また、会社が、
取締役の債務を保証することその他取締役以外の者との潤において、会社と当該取締
役との利益が相反する取引をしようとするときも向様である(会 356条 1項 3号、会
365条 l項) 14670 これは取締役が会社の利益の犠牲において、自己又は第三者の利益
l舵江頭・前掲注 (1265)407頁.
1州大阪地判平成 14年 1月 31罰金半Ij1161号 37頁.
1仰星川・前掲注(1455)56頁.
1倒星川・前掲注 (1455)67頁.
1466森本滋 f取締役の競業避止義務の立法論的検討j 法学論叢 106(1) 17真 1979. 



























右取引については、向条所定の取締役会の承認を必要としない(最判昭和 45年 6月 24詞民集 24巻 6号
625頁、神戸地判昭和 51年 6月 18日下民集 27巻ド8号 378頁.) Jと判示した。これに対し、その実質
において、個人企業であるからとして取締役との間の手IJ益相反がないというのであれば、会社に法人格を
与えてその構成員の権利義務を明確に分離するという会社制度の存在は失われることになるという批判
がある(田村詩子『取締役・会社関の取引』動車書房 163頁 1996. )。
1468江頭・前掲注 (1265)417頁.








困難になるからである(高橋英治『従属会社における少数派株主の保護』有斐閣 118'頁 1998. )。
1472藤原雄三『支配株主の責任と少数者株主の保護J北海道大学図書刊行会 1頁 1992.高橋・前掲注
(1471) 101頁.

































1474森本滋「企業結合JW現代企業法講座2企業組織』東京大学出版会 126頁 1985. 
1475酒巻・前掲注 (1473)41頁.
1476高檎英治『企業結合法制の将来像』中央経済社 172頁 2008. 
1477高橋・前掲注 (1471) 143頁.


































i仰由漫真敏「株主開契約の効力と定款自治の限界の再構築(1 ) J筑波法政 43 81頁 2007. 

































i必2浜田道代『アメリカ閉鎖会社法J商事法務 309頁 1974. 
1483議論の推移については、森田・前掲注 (1480)408頁以下.参照。

































1189前田雅弘「契約による株式の譲渡制限j法学論叢 121 (1) 34頁 1987. 
i仰星)I1長七 f少数株主権についてj早稲田法学 33(3・4)298頁 1958. 
1491剰余金配当請求権(会 453条)、残余財産分配請求権(会 504条)、議決権(会 308条 l項)、取締役、
執行役の違法行為差止誇求権(会 360条、 422条)、株主代表訴訟提起権(会 847条)がある。
i仰株主提案権(会 303条2項、 305条 l項ただし書)の行使について、総株主の議決権の 1出以上又は 300
個以上、会計帳簿関覧請求権(会 433条)、業務財産調査の為の検査役選任請求権(会 358条)の行使に
ついて、総株主の議決権の 3拡以上又は発行済株式総数の 3覧以上、株主総会招集請求権(会 297条 1項、
325条)の行使について、総株主の議決権の 3弘以上、会社解散請求権(会 833条 1項)の行使について総
株主の議決権又は発行済株式総数の 10弘以上が要求される(江頭・前掲注 (1396)17頁.)。






































と社員の地位強化に関する法規整j早稲田法学 38 (1・2) 174真 1963. )。
i側酒巻俊雄 f閉鎖的な会社と少数株主の保護j 産業経理 29(2) 48頁 1969. 






































































1505荒谷裕子「少数株主の株主総会招集権j福岡大学法学論叢 37 (1) 291頁 1992. 
1506荒谷・前掲注 (1420)31頁.
































年 4月 27日高裁民集 13巻 4号 379頁は、 f手形行為は、商人の営利活動の基本的手段
であるから、会社の定款に定められた営業目的の範囲が如何なるものである場合にお
1509田中誠二「会社の権利能力の目的による制限の否定論j 一橋論叢 18 (5) 7頁 1947. 
1510加美和照「英米法における ultravires理論(2 ) J社会科学論集埼玉大学 3 96頁 1959. 






































『現代商法学の課題』成文堂 10頁 1975. )。

































fコーポレート・ガバナンスと会社法の強行法規性Jジュリ 1050 130頁 1994.)。
1522鈴木竹雄オ守内昭夫『会社法(第3版)Jl有斐認 34頁 1994. 
1523松本察、治『商法解釈の諸問題』有斐関 213頁 1977. 
1524柳明昌「定款規定の有効性J法律時報 80 (11) 26頁 2008. 










































































1534高IJ島保 f証券制度と株式会社 f所有と経営の分離j の再検討を中心lこj福岡大学経済学論叢 18 (1) 
16頁 1973.
日35前田雅弘 f支配株式の譲渡と株式売却の機会均等 (1)J法学論叢 115 (4) 70頁 1984. 
1536小林成光「支配権の取得を自的とする株式寅付ーイギリス法j 法学雑誌 28 (2) 315頁 1982. 














る物的分割(分社型分割) (平成 17年改正前商法 374条 6項但書) (分割の日におい
て当該分割に係る分割対価資産が分割法人の株主等に交付される分割(法人税法 2条
12号の 9)) と分割承継法人の発行する株式を分割法人の株主に割り当てる人的分害IJ























































i間大野・前掲注 (4) 16頁.川島・前掲注 (7)235頁.













締役が適法な株主総会決議(会 199条 2項、 309条 2項 5号)を経ずに特に有利な払
込金額で第三者割当の方法により募集株式の発行等を行ったことによる株主の損害
(最判平成 9年 9月 9日判時 1618号 138頁)、利益相反取引により株主が蒙った損害
(福岡地判昭和 62年 10月 28日判持 1287号 148頁)につきこの損害賠償請求を認め
た裁判例はその例と解すべきである 15MO















1543伊藤靖史「判批J商事法務 1628130頁 2002. 
1544江頭・前掲注 (1265)471頁
i凶控訴審の大抜高半Ij平成5年 1月 18日は、これを取り消し、上告審の最判平成9年 9月 9日判時 1618
号 138頁は、取締役に職務上の義務違反があり、これにつき悪意又は重大な過失もあったとすることを妨


































判平成 11年 9月 22日半Ij時 1719号 142頁は、 f当該取締役が会社に対し債務を負った
1546江頭憲治郎二山本礼二郎=岡田光=阿南側=二井矢聡子 r~1BO 取引・完全子会社化時の取締役の行為規範を
考える(上)Jピジネス法務 11 (6) 33頁 2011. (江頭憲治郎発言)

























最判平成 21年 3月 10日判時 2041号 139頁は、このような議論の中、「会社が取締
役の責任追及をけ怠するおそれがあるのは、取締役の地位に基づく責任が追及される



































大阪高判昭和 54年 10月 30E3高民集 32巻 2号 214頁15
1553これに対し、取締役の会社に対して負う全債務を含むべきというのは、会社の裁量権を認めない柔軟
性を欠く日本法の下では、会社の経営上の判断を制約しすぎることとなり不都合であるとの批判もある





法』商事法務 109頁 2011.顧・前掲注 (1554)301頁.
1557東京地判平成20年 1}3 17自判時2612号 117頁は、 iI日商法267条 1項所定の f取締役ノ責任Jとは、
向法266条 l項各号所定の責任及び同法 280ノ13所定の資本充実責任等に限定され、・・・同法 266条 1
項が、向項4号及び 5号の責任について、 f会社ガ蒙リタル損害額ニ付弁済又ノ¥賠償ノ糞ニ任ズj と規定
し、金銭賠償のみを予定していることに照らすと、問項の責任には株券の引渡す請求は含まれなしリと判
示している。
1558周貧IJ龍「株主代表訴訟と取締役の責任の範囲j濁協ロー・ジャーナル 7 44頁 2012. 近藤光男「最
































1560弥永真生「判批j ジュリ 1380 65頁 2009.










































1569田中誠二『会社法詳論(上)~勤草書房 704頁 1993. 


































1572 r判批j商事法務 1979 60頁 2012.
157:1江頭・前掲注 (1265)454頁.
1574田中亘「取締役の責任軽減・代表訴訟j ジュリ 1220 36頁 2002.

































1578奈良輝久「半u批j判タ 1295 13頁 2012.
1579和田宗久 f半lJ批J金判 1364 4頁 2011.
15801株 1万円で冥い取るということは、 l株 5万円で出資した株主にとっては損失を生じる価格であり、
相当数の株主が反対するであろうことはある程度察しがつき、そうした推測では不十分というのであれば、
1万円という提案を株主にして意向確認をせよということになりそうだが、どの程度の意味のあることで
あろうかとの批判がある(森田豪咋u批j会社法務A2Z 46 28頁 2011)。












判平成 12年 9月 28日資料版商事法務 199号 330頁、自己株式を取得した大阪高判平

















批j 商事法務 1913 9頁 2010.)。
1583 r半IJ批j金判 1353 29頁 2010.
i制近藤光男「最近の株主代表訴訟をめぐる動向(下)J商事法務 1929 39頁 201l.大塚和成=高谷裕介
口伊藤菜々子「半Ij批j ビジネス法務 2010年 1月号 18頁 2010. 奈良・前掲注 (1578)13頁.
i間)1島・前掲注 (1581)16頁.
1586このような局面での問題を一般的に経営上の裁量とか注意義務といったレベルでのみ議論することに
は限界があるとの見解もある(藤原俊雄咋i片山金判 1350 5頁 2010.) 
1587田中亘 f半Ij批j ジュリ 1442 104頁 2012.






































































注釈会社法 (13) Jl有斐閣 l頁 1990. )。







社の法理』商事法務 505頁 1992. )。


































よる解散なる項目に統一されている(酒巻俊雄『閉鎖的会社の法理と立法』日本評論社 206頁 1973. )0 
1603平出・前掲注 (1598) 12頁.
i仙平出慶道「人的会社における出資の回収Jジュリ 867 60頁 1986. 






























l附青竹正-r株主の解散判決誇求権(1 ) J北大法学論集 23 (2) 145頁 1972.鈴木・前掲注 (1382)
332頁.
1608 J 1島いづみ f関鎖会社における解散判決請求権j判タ 917 186頁 1996. 
1609平出・前掲注 (1604)60頁.
lω酒巻・前掲注 (1602)213頁.
1611宍戸善-r合名会社の解散請求j ジュリ 818 98頁 1984. 
1612宍戸善一「株式会社の解散請求j ジュリ 1004 89頁 1992. 
1613宍戸・前掲注 (1612)89頁.
1614その他、取締役・監査役の解任誇求権(商 257条3項、 280条)、代表訴訟提起権(商 267条)、取締役・
清算人の違法行為の差止請求権(商 272条、 430条2項)、帳簿閲覧権(商 293条の 6)などの株主の監督













ない損害が生じ、又は生ずる虞があるとき(会 833条 l項 l号)であり、例えば、役
員の選任等の意思決定ができず、デッドロックに陥ったケースであるiω。
第二に、会社の財産の管理又は、処分が著しく失当で、当該会社の存立を危うくする















である(酒巻俊雄「株式の譲渡制限の機能と限界JW商法学における論争と省察J商事法務 440頁 1990. )。







山20大阪地半IJ昭和 35年 1月 22日下民集 11巻 1号85頁、東京地判平成元年7月 18日判時 1349号 148頁、
東京高半lj平成 3年 10月 31日金半lj899号8頁、大阪地判平成 5年 12月 24日判時 1499号 127頁、高松高
半IJ平成8年 1月 29日半ljタ922号 281真、東京高裁平成 12年 2月 23日金判 1091号 40頁.

































1623大阪地半IJ昭和 35年 1月 22日下民集 1巻 l号85頁.
1似江頭・前掲注 (1599)208-209真.
1625青竹正一『小規模閉鎖会社の法規整』文民堂 149頁 1979. 
1626青竹正一 f株主の解散判決請求権についてj私法 36 129頁 1974. 
1627塚原・前掲注 (1601)179頁.




乃至改選(会 854条)、取締役の行為の差止請求(会 360条)、代表訴訟(会 847条)
等の方法で問題を解決する余地がある場合には、難局を打開し、株主の利益保護の目
的を達し得る状態にある限り、解散の請求は認められないことは通説である lmo



















































































れた判決例としては、大阪地半Ij昭和 35年 1月 22日下民集 11巻 1号 85頁、東京地半Ij
平成元年7月 18日半lJ待 1349号 148頁、東京高判平成3年 10月31日金半Ij899号 8頁、
大阪地半lJ平成 5年 12月 24日判時 1499号 127頁、高松高半lj平成8年 1月 29日判タ 922








解散判決が認められた判決例としては、大阪地判昭和 57年 5月 12日判時 1058号 122
頁、名古屋高半Ij平成 15年 5月 28日(平成 14年(ネ)第 1086号)、札幌地判平成 14
年 9月 25日(平成 14年(ワ)第4号)等がある。
1631大野・前掲注 (12)158頁.























































「問題点j九 2aでは、「非公開会社における解散判決(商法 406条ノ 2、有限会社
法 71条ノ 2)の請求権は、単独株主権・単独社員権とするとの意見があるが、どうか。J
及び九 2bでは「正当な理由なく会社が一年以上営業を休止しているときも、商法 406




















































戸善一「閉鎖会社における内部紛争の解決と経済的公正(2 ) J法協 101 (6) 796頁 1984. )。
凶50大賀・前掲注 (1277)286頁.
附木下崇 f会社解散請求権に関する一考察J~現代企業法学の課題と展開』文民堂 273頁 1998‘ 
1652木下・前掲注(1651)282頁.
1653浜田道代「株式・持分の翼取誇求権一会社法改正試案におけるその構想、についてj 商事法務 1093 2 



















もできない。しかも、控訴人は、その平成 2年 7月 31日時点における資産状況からし
て、被控訴人に対し、その利益金の中からは、昭和 63年 4月以降の月額 28万円の報
酬を支払うことが出来ない状況にある。してみれば、控訴人は、その業務の執行上著
しい難局に逢着し、回復すべからざる損害を生じ又は生ずる虞があるものといわなけ
ればならない。Jとし、有限会社法 71条ノ 2第 1項 l号に該当し、解散判決請求を認
容した。
























そうすると、被控訴人には、有限会社法 71条の 2第 1項所定の事由があるといえるか
ら、被控訴人の解散を命ずるのが相当である。J
























この{也、古い判決例としては、大阪地半!J昭和 35年1月22日下民集 11巻 1号85頁附8、




1 )名古屋高半!J平成 15年 5月28日(平成 14年(ネ)第 1086号)請求認容





































介「判批j金半Ij 851 58":'59頁 1989. )。
254 
法として著しく失当といえるから近い将来会社が再開する予定があり、しかもそれが
実現可能なものである等の特段の事情のない限り商法 406条の 2第 1項 2号に該当す






よれば、控訴人には商法 406条の 2第 1項 2号に該当する事由があるというべきであ
る。J
2)札幌地判平成 14年 9月25自(平成 14年(ワ)第 4号)誇求認容











































1661 rそこで、右規定の法意と対比して、解散判決をなすべき事由について考えてみると、商法 406条ノ 2










































1 )大半Ij昭和 13年 10月 29日判決全集 5編 22号 1123頁 誇求認容
Y会社のような対入信用を基礎とする所謂人的会社においてその社員がれ、 X2両名
と会社代表兼業務執行権を有する Aとの 3名のみに過ぎないにも拘わらず刻、 X2とA
との聞に甚だしく感情の髄離を来たし互いに反目対峠して譲らず、到底和解すること









































4)名古屋高判昭和 56年 9月 30B判時 1045号 122頁 請求認容
f控訴人は資金不足の為和解に応じないことはいずれも当裁判所に顕著な事実であ
る。右事実からすれば、持分払戻しによる退社としづ方法で本件紛争を解決すること









































1669江頭憲治郎 f半IJ批J法協 104 (12) 1822頁 1987. 
1670吉本健一「合名会社の解散請求における「巴ムコトヲ得ザル事由Jの意義J~企業法判例の展開』法律













この他、吉い判例としては、東京地半Ij昭和 3年 7月6日新報 168-22(合資会社の経
営を担当している社員間に反田札機を生じ、到底共同しての実をあげることができず、
しかも、会社解散について総社員の同意を得ることができない場合。)、神戸地判昭和
8年 12月 11日新開 365-918(合資会社の社員が任意の出資をなさず、互いに反目札機








し得ない虞がある場合。)、大判明治 37年 4月 22日民録 10巻 513頁、大阪区判昭和
11年 10月22日新聞 4060号 5頁等が挙げられる。
当事者が 50弘ずつ出資して設立する合弁会社等においては、両派の対立により会社
の意思決定がデッドロックに乗り上げることがしばしば見受けられる。このような事
態に対処する為に以下の 2つの方策が考えられる 16750 第ーに、対立を解消する方策の
策定として、感情対立の沈静化の為のメカニズムをあらかじめ定めたり、第三者的取
締役を選任したり、仲裁条項をおくことが考えられる。また、第二に、合弁等の解消
1671) 1島いづみ「語法 112条 1項の「巳ムコトヲ得ザル事由JJジュリ増刊商法の争点 1 218頁 1993. 
1672) 1島いづみ f株主間の対立と会社の解散請求j 半Ijタ 948 209頁 1997. 
1673塚原・前掲注 (1601) 186頁.














































の支払をしなければならない(会 117条 l項、 470条 1項、 786条 1項、 798条 l項、
807条 l項)。効力発生日から 30日以内に協議が誠わないときは、株主又は会社は、
その期間満了の日後、 30日以内に、裁判所に対して価格の決定の申立をすることがで




















が譲渡を承認したものと看倣すことができる(会社 107条 2項 1号ロ、 108条2項4号) (弥永・前掲注
(1291) 71頁.)。これによって、譲渡制限の程度を緩和する方向での修正は自由になったと解すること
ができる(宍戸善一「定款自治の範囲の拡大と明確化j商事法務 1775 20頁 2006. )。
i似江頭・前掲注 (1599)68頁.宍戸善一「反対株主の株式買取請求権JW新版注釈会社法 (5)~ 有斐閣 282 
頁 1988.
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この判決を引用しているのが、最決平成 23年 4月 26日半IJ時 2120号 126頁である。
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おり、義務違反の承認若しくは追認、は請求を排除する (2006CA s. 263 (2) (b) ， (c))。然
らざる場合、承認、若しくは追認があるとするなら、それは請求を係属させるか否かについ























解散できる、とし¥う準組合法理が、 Ebrahimiv. Westbourne Galleries事件における Lord
Wilberforceの判示をはじめとして判例法として形成されたi8710
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は、 1970年代と 1980年代の主要な制定法の改正まで支配してきた。制定法上の代表訴訟
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昭和 59年の「問題点」及び昭和 61年の f改正試案jで検討され、平成2年の商法改正で
先送りとなった少数派株主の保護の立法を再度検討すべき時期が来ているように思われる。
このような検討に際し、非公開会社の実体を直視し、明らかに公開会社とは相違するこ
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性があると考えられる 19080 取締役が適法な株主総会決議(会 199条2項、 309条2項5号)
を経ずに特に有利な払込金額で第三者割当の方法により募集株式の発行等を行ったことに
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よる株主の損害(最判平成9年 9月 9S半IjS寺1618号 138頁)、利益棺反取引により株主が
蒙った損害(福岡地判昭和 62年 10月 28日半Ij時 1287号 148頁)につきこの損害良部賞請求
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